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1， 課題と方法
我国の経済発展は農業にさまざまな問題を提起している.特に重化学工業中心の高度経
済成長期においては，農業労働力の他産業への流出によって農業の存在形態は動揺し，農
業だけで生活を維持することのできる農家はきわめて少なくなっている.
本研究の課題は，そのような農業情勢のなかで，庄内平野の稲作農業経営構造を明らか
にすることにある.
そこで，調査研究方法として，先ず，既存統計資料を利用して，庄内平野の稲作農業経
営構造の性格を検討する.次に，調査集落と農家を選定して，実態調査を行なっている.
その調査にもとづいて，稲作農業経営の変動要因を実証的に考察し，課題に接近すること
にする.
2， 稲作農業経営構造の性格と機能
(1 )稲作農業経営構造ぬ性格
圧内平野における農業は我国農業のなかで水稲単作農業地帯として特徴ずけられる.稲
作農業者は農地改革以後，戦前の地主的土地所有制度から自作農的土地所有制度の新しい
生産関係のもとで，稲作農業生産力を増大させてきた.そして，庄内平野は今日まさに，
我国有数の米生産地として顕著な発展をとげている.
我国が重化学工業中心の高度経済成長期に入るに至り，農業労働力が著しく他産業峨
出するに従って，稲作農業経営は労働力を調達することが益々困難になったω
そのために，年雇，常雇，そして臨時雇に依存することができなくなって，集団的生産
組織によって経営耕地規模聞の家族労働力調整を行なって労働力を調達し，稲作農業生産
力を維持し，発展させようとするものに変化してきている.
国民経済が発展するなかで，家 (表 1，2参照)
族労働力が再生産するに必要な家 表1. 専業・兼業別農家に動向
計費の上昇に相応した，稲作経営
純収益を橋大することや，複合部
門を導入して経営組織集約化をは
かることが望めない農家にあって
は，家族労働力を商品化し，賃金
労働者となって袋外労働所得への
依存そ強めている.しかし兼業
農家になれば，庄内平野には高い
生産性をあげる地場産業の形成が
未発達伝ために，労働市場も狭く，
しかも低賃金，長時間労働で多就
業形態をとるか，あるいは，冬期
間，地元を離れて出稼ぎ労働者と
して雇用されるかである.
立て 総数
県 47 110，191 
35 29，414 
庄
40 28，730 
内
45 28，256 
47 27，708 
構
県 47 100 
庄
35 100 
40 100 
45 100 
内
47 100 
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専業
兼
総数
9，196 100，995 
12，290 17，124 
8，398 20，330 
3，653 24，印3
2，352 25，356 
成
8.3 91.7 
41.8 58.2 
29.2 70.8 
12.9 87.1 
8.5 91.5 
業
1兼 2兼
53，920 47，075 
8，646 8，474 
10，960 9，370 
13，375 11，228 
12β94 12，462 
比
49.0 42.7 
29.4 28.8 
38.2 32.6 
47.4 39.7 
46.5 45.0 
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表 2.経営耕地広狭別農家数
¥ 家総農数 経営耕 1戸当 経営耕地規模別農家数地面積 i面り耕積地 1 ha 1-2ha h h ha 5 ha 未満 2-2.5 2.5-<3 3-5 以上
110，19戸1 133.01}宜4主
a 
県 47 121.1 55，037 36，564 7，711 4，627 5，962 290 
30 28，850 45，857 158.9 11，539 7，385 2，979 2，440 4，293 89 
圧 35 29，414 46.663 158.6 11，855 7，451 2，988 2，448 4，444 104 
40 28，891 45，597 157.8 11，773 7，148 2，911 2，473 4，414 
内 45 28.~56 11，611 6，824 2.804 2，490 4，409 118 
47 27，708 44，701 161.5 11，419 6，563 2.719 2，406 4，448 153 
構 成 比
県 47 50.0 33.2 7.0 4.2 5.4 0.3 
30 40.8 25.6 10.3 85 14.9 0.3 
庄 35 40.3 25.3 10.3 8.3 15.1 。目4
40 40.7 24.7 10.1 8.6 15.3 
内 45 41.1 24.2 9.9 8.8 15.6 0.4 
47 41.2 23.7 9.8 8.7 16.1 0.6 
かくして，庄内平野の稲作農業構造(所有と経営)の性格は次の通りである.
第 1に，土地所有構造についてみると，稲作農業経営は農地改革によって確立した自作
農的土地所有を基礎としている.このなかで，稲作農業経営の経済形態の動向は，農業労
働力の他産業への流出を端緒に，経営耕地規模聞の農業労働力調整の必要に迫まられ，こ
れを契機にした，集団栽橋所診成・発展により稲作農業生産力は増大された.この段階で
は自作農的土地所有はほど維持されたとみてよい.しかしながら，その集団栽矯も一層激
しい農業労働力の他産業への流出によ って崩壊，再編過程をたどらざるをえなくなっている.
このような諸条件のなかで，請負耕作が発生し，局所的ではあるが，個別稲作農業経営の
展開によって，借地型の企業的家族稲作農業経営に発展する徴候を内包するに至っている
かにみられる.
第 2に，集団栽培が崩壊ずる過程で，収穫作業段階を同志的結合型組織で形成し，共同
育苗施設，乗用トラクター，田植機械と防除機からなる中型稲作機械化一貫作業体系に資
本装備された集団的生産組織に再編，強化されてきている.これは組織管理，運営者が経
営耕地規模の大きい稲作農業経営によ って担われ，小さいそれの水聞を受託する受委託生
産組織に発展する基盤となっている.
第 3に，稲作農業を担う者は農業労働力の他産業への流出と米生産調整によって経営意
欲を減退させられた.そのなかで，経営耕地規模の大きい稲作農業経営が増大し，中間層
が減少していることと複合農業経営の基盤が弱いだけに，稲作農業における中核的担い手
は経営耕地規模の大きい稲作農業経営に移行している.これは経営耕地規模を拡大するこ
とによ って，農業所得の増大をはかり・家計費の底上げに対応していることを示す.それ
放に，経営純収益最大のみを追求する企業的家族稲作農業経営への志向を強化するもので
あるかどうかは検討の余地を残している.
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第 4に，稲作農業経営の展開条件をさぐれば，圧内平野の稲作経営耕地規模が我国のな
かで比較的大きいことと，また稲作農業の脈管組織で、ある水利，焔設を中心とする最上川!や
赤川などの主要河川の水系思Ij土地基盤整備が完成するにともなって，用排水分離が可能と
なり，個別稲作農業経営への発展を促進する. しかし，他方において，水量の不足と未端
の水分配の不徹底を改善する必要があるのみならず，稲作農業生産力を更に向上させるた
めには，経営耕地規模開の労働力調整を徹底的に行うこと，機械利用効率を向上させるこ
とや品種統ーなどによって主産地形成を促進する必要がある.そのためには稲作農業構造
のなかに集団的生産組織を必贋とする.従って，庄内平野における稲作農業は個別化と集
団化の同時併進型稲作護業として特徴つeけられた性格を持ち続ける.
第5に，経営部門組織に関して述べると，水稲単作における併進的性格は外延的拡大に
よる経営規模拡大の方向に関連する.それが稲作生産性を向上させようとも，稲作農業経
営で年間就農を可能としその稲作農業所得でもって，農家労働力を再生産するに十分な
家計費を償なうことに必ポしも結びついて展開していないことである.それは内延的拡
大である復合稲作農業経営の存立する基盤が与えられるときに，始めて解決されることで
ある.
(2) 稲作農業経営構造ω時系列的考察
1)農家経済成果と若干の前提
庄内平野における水稲作農家は家族農業経営である.その農家経済は家計部門と所得経
済部門が未分離になっており，農家経済目標はできるだけ高い効用・価値を得ることにあ
る.それは家族労働力の再生産を確保するために，家計経済を充足することである.それ
には，できるだけ高い所得を実現することがもとめられる.庄内平野における昭和47年の
農家所得はし849，2千円，家計費は 1，059，1千円であり，農家経済余剰204千円をあげて
いる.これは家族労働力の再生産が確保されており，農家経済全体においても，拡大再生
産の方向にあることを意味する.農家所得には差是外所得が 57，8%を占めているので，農
業経営が拡大再生産の方向にあって，経営規模拡大の過程を辿っているかどうかは明らか
ではない.そこで次のような問題意識にもとづいて，それらの問題を解明していくことに
する.
農業経営の要素構造を構成する土地，労働力と資本財が個別農業経営体においてどのよ
うに結合し，どのような機能を担なっているか.その変遷を特に高度経済成長期段階に入
り，農業問題が顕在化してきた，昭和3昨以降，昭和45年までの11年間に渡る時系列にお
いて検討する.調査資料は庄内平野における農林省農家経済調査，並びに米生産費調査の
個票を使用する.計測方法として Douglas型(指数)生産関数を用いる.これは計量経
済でしばしば用いられる生産関数型である.生産関数は生産要素投入量に対する生産との
技術的な関係を明らかにする.Douglas型生産関数以次のような特徴をもっている.それ
は 1つに偏生産弾性係数によって産出に及ぼす各生産要素投入量の寄与率を 2つにそ
れに平均生産力を乗じて，偏限界生産力を 3つに生産要素聞の偏限界代醤率を， 4つに
偏生産弾性係数の和が 1より大，小，等しいかによって，経営規模に対して，それぞれ収
穫逓増，収穫逓減，そし℃一定の法則を導くことができる.なお，収穫一定の場合は，各
偏生産弾性係数は各生産要素の分配率を表わす.
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先ず，各生産要素の偏生産弾性係数を時系列にわたって計測し稲作生産要素がその結
合構造のなかでどのような機能と重要性が附加されているか，次ぎに各生E主要素の偏生産
蝉性係数の和から経営規模関係が時系列を通してどのように変遷してきたかを考察する.
2)農業経営間生産関数による吟味
農業経営間生産関数における従属変数あるいは被説明変数は，農業経営耕地，農業固定
財資本，農業流動財資本そして農業労働時間の 4つの農業生産要素からなる， Douglas型
生産関数は次の通り示される.
XO=AX1bl • X2b2 • X3b3 • X4b4，但し.XO:従属変数， Xi:独立変数， A:常数項， bl 
:各変数の回帰係数つまり各生産要素の偏生産蝉性係数である.
農林省農家経済調査から農業経営部門を取り出し，昭和35年から昭和45年までの各年次
ごとに計測している.そして，各年次別生産関数の各偏生産弾性係数について 1次回帰式
をあてはめ，年次聞の趨勢を検討する.
先ず，常数項、並ひ'に偏生産弾性係数について検討する.常数項は 0.183-0.856の聞
にあって，その時系列趨勢値は年次が昭和 35-45年と現在に近くなってもあまり変わら
なく，この間の妓術進歩には大きな差がないものと推察される， (表 3参照)
表 3. 農業経営間生産関数
¥¥ 常数項 生産蝉性，係数 寄与率 重相関経営耕地問定資本流動資本労働時間 言十 係数
昭gz2.18331 0.83973 0.01276 0.37141 のー04012 1.18378 0.96846 0.98410 
36@ 1.39813 0.48263 0.02197 0.51875 0.19777 1.22112 0.96090 0.90025 
幻⑫ 0.18394 0.19936 -0β2689 0.53128 0.36627 1.07002 0.86975 0.93260 
年
38@ 0.63946 0.36040 0.97962 0.48260 0.02082 0.06107 1β8175 0.95966 
次
39@J 0.58384 0.40672 1D2165 0.95917 0.74377 -0.01559 0.04668 0.97937 男。
40⑮ 0.51936 0.01094 0.35655 0.64520 0.13068 1.01753 0.96669 0.98320 
生
41@ 0.85613 0.64849 0.03740 0.37841 1.02652 一0.03778 0.94683 0.97305 
産
42@ 0.38143 0.47531 0.08157 0.13070 0.33602 1.02360 0.89160 094424 
関
43@ 0.80651 0.42041 ー 0.07607 0.73407 0.01815 1ω656 0.95147 0.97543 
数
44@ 0.38864 。‘56118 0.00104 0.36043 0.19164 1.11429 0.97191 0.98585 
45⑩ 0.20709 0.78423 ー 0.08186 0.35281 0.18730 124248 0.95742 0.97848 
平均 0.75243 0.55945 一0.00126 0.40923 0.13251 1.09993 0.94585 。町97238
議官 0.54899 0.39237 0.02205 0.42500 0.15910 0.99854 0ー.00545 0.oa89 -0.00549 -0.0ω74 O.∞293 0.01572 
注)0内数字は標本農家数，各年次とも F検定 1係で有意差がある.
資料:庄内封切農林省農家経済調査
次に偏生産弾性係数の趨勢値はわずかながら増加している.これは経営耕地 1%の増投
が農業粗収益を当初 0.392%増加させて，それが年次が経るにつれて 1年間で0，028係ず
つ増加することを示めず.これはきわめて小さく，平均値で一定であるともいえる.もし
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10a当り粗収益が一定だとすれば，経営耕地の偏限界収益もそれだけ増加することを意味
する.固定資本の偏生産堅調性係数はー0.0818- 0.081'と小巾である.その趨勢値は-0∞5
であり，年次が経てもあまり変化しない.固定資本の偏生産蝉性係数の常数項つまり年次
間偏生産弾性係数の平均値は 0.022であり，閤定資本 1%の増投は農業組収益を 0.02係
増加させる.流動資本の偏生産弾性係数は 0.130-0，734の巾がある.年次間趨勢値はー
0，004であり，これは年次が経てもあまり変らないとみられる.その年次間平均値(常数
項)は0.425である.労働時間の偏生産弾性係数はー0，037-0.366の巾がある.年次間趨
矧直はO.∞2であり，これも年次が経てもあまり偏生産弾性係数は変らないとみられる.
その年次間平均値(常数項)~主 0.159 である.なお，農業粗収益はこれら 4 つの生産要素
によって，寄与率でみると 93-関係説明されることになる.各生産要素の年次開趨勢値
はほとんど零に近く，年次が経てもあまりその偏生産部性係数は変らなく一定である.こ
れらはまた，各生産要素聞の結合此津が一定であることを示している.それを年次聞の平
均値(常数項)で示せば，経営耕地主 0，392，固定財資本は 0.022，流動財資本は 0，425
そして，労働時聞は 0，159である.従って農業粗収益を増加させるのに流動財資本が最も
高〈貢献している.次し、で経営耕地，労働時間，そして回定財資本であることが認められ
る.
各生産要素の偏生産弾性係数の和は 1，017- 1.242の巾がある.年次聞の趨勢値はoρ15
であり，年次が経るにつれて増加しているとみなされる.年次間平均値(平均)は1.099
で，ほとんど1に近い値である.これは経営耕地，固定財資本，流動財資本と労働時間の
4つの生産要素で説明される経営規模に対して，収穫(農業粗収益)が一定か，あるいは
逓増する関係にある.これはある程度信頼をもっていえる.換言すれば，経営規模カ拡大
すればするほど有利であることを示し，しかもそれは年次が経るにつれて，経営規模拡大
の有利性が高まるということである.経営規模要因指標のなかで，経営耕地規模を拡大す
ることが有利である.これは各生産要素聞の結合比率が年次間で一定であるというなかに
あっても，経営耕地の趨勢値がわずかながらも増加しているとみなされれば， 4つの生産
要素のなかで、経営耕地による経営規模拡大が有利ではないのかということが推察されるか
らである.
3)水稲作部門経営間生産関数によるS甥未
庄内平野における農林省米生産費調査個票の資料にもとづいて，水稲作部門経営間生産
関数によって水稲作経営構造と機能を考察する.
(i) 稲作部門生産要素構造と機能
先ず，水稲作部門経営間生産関数のうち説明変数が，水田作付面積，水稲作労働時間と
閤定財資本と流動財資本の 4つの生産要素からなり，被説明変数が部門粗収益である生産
関数から考察する， (表4.参照)
表 4.水稲作経営間生産関数
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¥ 常数項 生産弾性係数 寄与率 重相関作付面積労働時間固定資本流動資本 計 係数
36⑩ 0.59185 0.18558 0.03751 0.08005 0.82683 1.12997 0.96763 0.98368 
37@ 2.82431 0.88372 -0.05814 0.02930 0.21146 1.06634 0.98550 0.99272 
年
-0.04765 0.02064 0.17061 
次
38@ 2.89564 0.96170 1.10530 0.97378 0.98680 
JI 
39⑩ 3.10058 1.03094 0.10839 ー 0.02963 0.06341 1.1 7311 0.97114 0.98546 
生
40@ 192666 0.71200 0.15432 0.07881 0.28229 122742 0.87137 0.93347 
産
41@ 3.32445 1.04498 -0.1 0457 0.00505 0.13197 1.07743 0.98006 0.98998 
42@ 3.39470 1.07040 -0.11675 国 0.01485 0.15542 1β9422 0.98516 0.99255 
関
43@ 2.81858 0.54876 -0.00568 0.07668 0.33531 0.95507 0.75061 0.86637 
数
44@ 1.07051 ー 0.08071 0.05105 000335 1.04420 0.98482 3.64359 0.99238 
45⑩ 2.87479 0.75826 司 0.00504 0.09014 0.19803 1.04139 0.98974 0.99486 
平均 2.5 'iU34 0.76909 ー 000766 0.04011 0.28847 109001 0.94638 09721/ 
各趨 常数項 1.29449 0.46407 0.03943 0.03080 0.60718 1.12686 議勢
回帰儒教 0.21263 0.05083 -0.00783 000155 -0.05284 -0.00738 
の値
注)0内数字は標本農家数，各年次とも F検定 1%で有意差がある.
資料:庄内地方農林省米生産費調査
そこで，各年次別生産関数の各変数の儒生産弾性係数について次回帰式をあてはめ，
年次聞の趨勢を検討する.常数項の年次聞の趨勢値が0.212であって技術進歩があると認
められる.常数項の年次間常数項は 1.294である.各生産要素のうち，水田作付面積の趨
勢値は零に近く，常数項は 0，464である.この年次間常数項は平均値とほど等しく水回作
付面積の年次間平均偏生産蝉性係数とみなされる.労働時間と聞定財資本の偏生産弾性係
数の趨勢も零とみなされ，年次聞の平均偏生産弾性係数(常数項)は労働時聞が0.039，
固定財資本がoρ3である.流動財資本では，年次間趨勢値はわずかながら減少している.
これは流動財資本の偏生産部性係数の部門粗収益に対する貢献は低下していることを示す.
従って，水稲作経営における偏生産蝉性係数からみた各生産要素の年次間相対的機能と重
要性の度合は，水田作付面積がわずかながら増加し，流動財資本の減少するなかで画定財
資本と労働時聞は変わらない.各生産要素の偏生産弾性係数の大きさからみた各生産要素
の絶対的な機能と重要性は流動財資本が最も高く，次いで水田作付面積であって，固定財
資本と労働時間はきわめて低いことを示す.なお，これらの生産要素によって部門粗収益
は寄与率からみて 96-99係説明される.各生産要素の偏生産蝉性係数の和は，いずれの
年も 1より大きく，これらの生産要素によって説明される経営規模に対して収磁(部門粗
収益)は一定か，あるL叫逓増する関係にある.これは経営規模が拡大すればするほど有
利であることを示す.その年次間趨勢値は零とみなされるので，年次が経てもその趨勢は
変らないものとみなされる.そのなかで，生産要素構造では水田作付面積が経営規模拡大
に関してわずかながら寄与する度合が強められているのに対して，固定財資本と労働時間
は変らず，流動財資本は減少することが各生産要素の儒生産蝉性係数の年次間趨勢値から
認められる.
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QI) 稲作部門変動的経営費構造と機能
水稲作部門経営間生産関数において流動財資本が音問粗収益に対して重要な寄与をして
いることが前項で確かめられた.そこで部門経営費費目のうち，変動的経営費目を吟味す
ることによって，各種労働対象的技術が，部門粗収益とどのように関係し，機能している
かを検討する. (表 5参照)
表 5.変動的経営費目別j水稲作経営間生産関数
¥ 常数値 生 産 弾 性 係 数 重相関種苗 肥料 農薬 諸材料 賃借 言十 寄与率 係数
3~ 1.52198 0.44678 0.40231 0.14166 0.03512 -0.01322 1.01268 0.97392 0.98687 
3樋参 1.55499 0.34174 0.49256 0.11223 。ρ5465-0.01882 0.98236 0.98532 0.99263 
年 371⑩ 1.67779 0.40255 0.43922 0.04804 0.10178 -0.02165 0.96994 0.97160 0.98570 
次 38@ 1.73255 0.39066 0.47543 同0.01056 0.11130 ー0.015460.95137 0.95582 0.97766 
5.lJ 3吻 1.29846 0.26032 0.55113 0.31424 ー0.07381-0.01841 1.03347 
0.96288 0.98126 
4α⑬ 126933 0.17844 0.60806 005727 0.16775 0.02840 1.03992 0.98340 0.99166 
生 41@ 1. 73006 0.39563 056053 002512 0.02224 0.0 5142 0.95210 0.96039 0.97999 
産 43:⑫ 2.14887 051266 028492 ー0β0173 0.15795 -0.03500 0.91880 0.94529 0.97226 
関 4廼92.41872 022152 028531 0.25621 0.07369 0.0∞51 0.83724 0.74454 0.86287 
44:⑨ 2.臼833 0.49997 ー0.10616ー 0.01452 0.44700 -{).00560 0.82069 0.97192 0.98586 
数 4吻 2.25390 023529 0.03883 0.27139 0.32076 0.01459 0.88086 0.97702 0.98844 
平均 1.84045 0.35323 0.36656 0.10旬3 0.12894 -{).01237 0.94539 0.9483 0.9732 
各長趨勢 常数値 121427 038582 0.64178 0.08205 -0.04028 -0.02249 1.04688 
の値 悶係数帰 0.10436 -().00534 0.04587 0.00449 0.02820 0.00168 0.01684 
注)0内数字は標本農家数，各年次ともF検定 1%で有意差がある.
資料:庄内地方農林省米生産費調査
生産関数の説明変数に選択した変動的経営費目は種苗，肥料，農薬，諸材料，と賃借料の
5つの費目である.常数項の年次間趨勢値でみるかぎり，変動的経営費=労働対象技術の
進歩が若干みられる.各生産要素の偏生産弾性係数の年次間趨勢値はし、ずれもきわめて小
さいが，強いていえば各変動的資目の年次間の相対的機能と重要性の度合は次の通りであ
る.種苗費はきわめてわずかではあるが弱まり，肥料費は少し弱まっている.これは最近
の施肥技術が筋肥量よりも分施設術など施肥方法が収量に大きく影響していることが反映
している.農薬費，諸材料と賃借料の部門糧収益に対する貢献度合は趨勢値が零より少し
大きいということから強められている.これらのうち農薬費は粉剤利用や防除の徹底によ
って増加していること，また諸材料は建菌育苗のために商代材料が増投されてきているの
に応じて，部門粗収益が増加している.これが強く影響を及ぼしているとみられる.各生
産要素の偏生産事者性係数の和は 1か1以下であり， その年次間趨勢は低下しているため，
これらの変動的経営費に対して，部門粗収益は逓減するものとみられる.これは部門粗収
益の範囲内で，変動的経営費目聞に最適な結合比埠を求めることができることを意味する.
そして，偏生産弾性係数の和が年次間趨勢値が低下していることは前項でとりあげた流動
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財資本が年次聞の趨勢で経営規模拡大に対して貢献度合が低下していることと密接な関係
があるものと考察される.
4ij)稲作作業労働構造と機能
水稲作経営において，人間労働時間の部門組収益の増加に対して，その偏生産蝉性係数
でみるかぎり，あまり大きな寄与をしていないことが既に確められた.これは圃場整備や
稲作機械化によって単位水田作付面積当り投下労働時聞が減少しても，部門粗収益が増加
していることから容易に理解できることである .特に，昭和40年代に入ってから著しい傾
向を示している.そこで昭和40年以降，昭和45年までに，どのような作業労働時間が稲作
部門組収益とか Lわりをも っているか，そして機械運転作業労働の内容変化によって労働
手段の高度化が促進されていることを傍らかにすることができるかどうかを検討する.
(表6参照)
表 6. 労働作業別水稲作経営間生産関数
¥¥¥ 常数項 ~t子荷生主白扇産[面弾~雇I性官理係 収数穫 言十 寄与率|重係相数関
己 空型一
3.38381 0.21191 0.00066 0.78957 -0.10845 0.12233 1.01470 0.93930 0.96917 
年
次 41 @ 2.96191 0.06014 024317 0.63056 0.18499 0.56216 1.07440 0.96149 0.98055 
思IJ 43 @ 3.32702 ー0.02088ー 0.367870.56634 0.62527 0.19570 099856 0.76558 0.87497 
生
産 44⑩ 2.85679 0.26428 一0150110θ9199 0.48915 0.49890 1.19421 0.95013 0.97475 
数関 45⑩ 308708 0.13g)1 0.35160 0.48771 0.69221 0.16780 113563 0.96051 0.98005 
平均 3.12332 0.10694 0.22268 0.51323 0.37663 0.30938 1.0835 0.91540 0.43449 
一一 一一-'一一←
住)0内数字は標本農家数.各年次とも F検定 1係で有意差がある.
資料:1主内地方農林省米生産費調査
第 1に生産関数の説明変数て教り上げる作業労働は商代一切，本田準備(耕転，代掻，
畔塗り施肥など)，回植，管理(除草，防除，准排水など)と収穫の 5つに分けられてい
る.これらの各作業労働からなる生産関数において，常数項の年次間趨勢値は零かほんの
少し減少していることから，作業労働による技術進歩はみられない.各作業労働の偏生産
弾性係数の年次間趨勢値は管哩作業労働を除いては零か，減少している.従って，田植作
業労働などの増投は部門粗収益の増加に対して賞献度合が弱くなっている.しかしこれ
らの作業労働のなかで、も，田繍作業労働は偏生産弾性係数がきわめて高いことから，部門
粗収益に対して年次が経るにつれて，弱められているとはいえ，依然として高い貢献をし
ている.
第 2に， このような人間労働に対して，機械運転時聞はどのように部門組収益に関連
しているかを検討する. (表 7参照)
表 7. 機械運転作業時間別水稲作経営間生産関数
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¥¥ 常数項 生産禅 性 係 数 寄与率 重相関同作羽岡準備田植 管理 収穫 言十 係数
年 41 @ 4.44928 0.13524 0.24019 一0.04320ー0.079970.56946 0.82172 0.88150 0.93888 
次 「一一一一一
男リ 43 @ 4.88131 0.15210 0.20267 0.02699 0.21650 0.17469 0.77295 0.66505 0.78835 
生 44 @ 4.57549 0.08620 0.01479 0.07573 0.05269 0.61449 0.84390 0.92441 0.96146 
産
45 @ 454174 0.18739 0.15203 0.12514 0.04061 0.46662 0.97179 0.93)71 0.96421 
数関 平均 4.59743 0.06471 0.14072 0.08042 ー0.092390.56387 0.75733 0.88005 0.93054 
注)0内数字は標本農家数，各年次とも F検定 1%で有意差がある。
資料:庄内対妨農林省米生産費調査
各作業労働区分は人間労働の場合と同様である.常数項の年次間趨勢値は零かそれより
大きいとみられることから，機械運転時聞による技術進歩はある程度認められる.各機械
作業労働の偏生産弾性係数の趨勢値は商代一切と管理は正値であlって，これらの機械運転
労働の増投は，年次を経るにつれて，その貢献度合が強められる.それに反して，本田準
備，田植そして収穫の年次間趨勢値は負値であり，これらの機械運転労働の増投は部門粗
収益に対して，年次が経るにつれて，その貢献度合が弱められる傾向がある.本国準備に
おける中型トラクターの普及使用により耕転の機械能率が向上していること.田植では圃
場整備により能率化していると同時に，田植運搬労働が自動車の普及で短縮されているこ
と，なお，昭和45年までには田植機の導入はみられない.収穫ではパインダー，ハーベス
ターによる機械収穫作業の能率化によって，部門粗収益の増加にもかLわらず，相対的に
機械運転時聞が短縮されてきている.そして，このような作業における労働手段の高度化
が進められていることを反映しているものと考察される.
なお，人間労働と機械運転労働時間の各作業労働によって部門粗収益は，寄与率からみ
て各年次にわたって約90%説明されることを示している.
3， 調査農家の構造と分析
(1)調査集落と農家の選定基準
調査集落と農家の選定基準は次の順序に従って行われる.先ず，庄内平野を地形，土竣
型などの自然的物的条件，生産力形成の相異などによって，最上川以北の酒田市周辺と最
上川以南の鶴岡市周辺に分けて選定する.次に，各二大別された地区を，市街地近辺，稲
作中核，農山村地帯にわける.そのなかで，第 1に，市街地周辺集落は，地場産業型兼業
農家が多く，請負い耕作あるいは受委託組織に依存する傾向をもっ，従って e集落完結型
の集団的生産組織として存立することは困難である.経営耕地もあまり大きくない集落を
選定する.第2に，稲作中核地帯は地場産業というよりも冬期間に出稼ぎに依存し，請負
い耕作などによって経営耕地規模鉱大を志向する型と，生産組織の再編強化によって集落
完結型の集落農場制農業を志向する型にわける.第3に，農山村地帯は出稼ぎ労働が生計
の重要な支えになっており，生産組織もあまり進展しないとみられる集落を選定する.
調査集落選定基準と選定集洛
A.鶴岡市周辺地区
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a，市街地近辺地帯一地場産業型兼業農家が多い.
(a) 鶴岡市平京回:請負耕作，受委託組織あるいは農事組合法人の展開がみられる.
経営耕地面積比較的大きい集落
(b) 鶴岡市茅原:生産組織化の展開はあまりみられない.経営耕地面積は小・中農家
が多 L集落.
b， 稲作中核地帯一出稼ぎ型兼業農家が多い.
(a) 藤島町新屋敷:生産組織化が樹園であり，集落完結型生産組織=集落農場制j農業
の展開がみられる.経営耕地面積は比較的大きい農家が多い集落.
(ザ 三川町土日:集落規模が大きく，あまり生産組織の展開はみられない.経営耕地
は庄内平担部として中位農家の多い集落.
ら) 三川町菱沼，小尺:生産組織の展開はみられず，個別経営で自己完結をはかつて
いる.経営耕地規模の大きい農家が多い小集滋.
(b) 鶴岡市大広:平担部あるいは中山間郊であって，近くに有望な地場産業を存し，
そこに恒常的勤務労働者として働く兼業農家が多く，生産組織化と個別化とも併存してい
る集落.
c，農山村地帯一朝日村大網，倉沢(土地基盤装備実施完了):出稼ぎ労働による収入
が生計の主要な支えになっている.出稼ぎ過疎型兼業農家が多い.生産組織化の展開はみ
られない.経営耕地面積がきわめて小さい農家が多い集落.
B，酒田市周辺地区
a，市街地近辺地帯
(a) 酒田市田村(豊里) :生産組織の展開はみられず，農地転用，労働力の流出が続
くなかで，生産組織は解体の方向にあって，経営耕地の零細な農家の多い集落.
b，稲作中核地帯ー出稼ぎ型兼業農家は少なく，兼業農家は酒田市街地への通勤形態を
とってし、る.
(a)，酒田市'N女:生産組織は，連鎖型生産組織の展開が見られる集落.
(ω，酒田市米島字福島:従来まで個別経営として性格が強かったが，最近，同志的生
産組織の展開がみられる.経営耕地規模の大きい畿家が多い集落.
c ，農山村地帯一八幡町下黒川，青沢(土地基盤整備実施完了):生産組織化の進展が
少しみられる.経営耕地の小さい農家が多く，若干，山林収入にも依存している集落.
こLで，調査集落の主要な性格を示す経営耕地規模別農家構成の変動を検討する.それ
は昭和35年以降各経営耕地規模別に1次回帰式をあてはめて，その回帰係数の正負によっ
て，増減傾向を考察する. (表8参照)
表 8 調査集落と調査農家
¥ 集 落 調査農家1 ha 1 - 2- 3- 4 ha 計 1 ha 1- 2- 計未満 2 ha 3 ha 4 ha 以上 未満 2ha 3 ha 4 ha :以上
重量 皇 16十 3- 9- 3十 31 2 1 5 
福島 20 1 5+ 2+ 100 1 3 4 
小牧 90 11+ 17+ 9 46 1 1 3 5 
下黒川 160 100 4 
。
l 310 1 1 2 4 
青沢 19 9 3+ 31 1 2 
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~ 集 2喜 調査農家1 ha 1- 2- 3- 4ha 計 1ha 1- 2- 3- 4加 5十未満 2 ha 3 ha 4ha 以上 未満 2ha 3 ha 4 ha 以上
茅原 o+ 12 10- 3‘ 1十 32 1 3 1 5 
平京国 3+ 2 8- 10一 5+ 280 1 2 3 
新屋敷 6+ 3 4- 16一 5+ M 。 I 1 2 5 
土 口 16 - 10 14- 19+ 4十 63- 1 2 4 
小尺 4+ 2+ 7+ 
1 2 3 
菱沼
3- 13十 29+ 
1 2 
大谷 20 19- 13+ 2t 1+ 55+ 2 1 1 4 
大網 20 8+ 28 4 4 
倉沢 18- 14 + 2 34 2 2 4 
4 15 13 14 8 54 
」
注) ①経虐耕地面積は水田面積
@ 右上肩十一oは昭和47年までの最近10数年間の増減を示す。それは1次回帰式
によって計測している.
第 1に，全般的に云って，ヘクタール区分の経営耕地規模分類でみるかぎり， 1 -2 ha 
未満農家層，あるいは 2-3 ha未満農家層の中間農家層の減少が著しし、ことである.
第 2に，市街地近辺集落は，鶴岡市，酒田市周辺地区とも，中間農家層が減少するなか
で，それより零細な農家とより大きい農家の増加となって表われている.いわゆる両極分
化傾向を示している.
第 3に，稲作中核地帯集落は，酒田市小牧を除いた鶴岡市周辺の 2集落と酒岡市福島集
落は中間農家層が減少している.その場合，一方的により大きい農家に集積して上向する
三川町土口，酒田市福島の 2集落と，両極に分化する傾向のある藤島町芳渥敷，三川町小
尺，菱沼の 2集落にわけることができる.
第4に，農山村集落は1ha未満農家暦ぷ大部分を占めて零細な農家が多いが，それから若
干経営耕地を集積 して上向して， 1ha以上になる農家が，鶴岡市，酒田市周辺地区をとわ
ず増加している.
従って，経営耕地規模別農家構成からみるかぎり，両極分化，分解傾向がうかがわれる.
(2) 分析視角における若干の概念規定
農業経営成果に影響を及ぼす変動要因は量的変化と質的変化要因にわけることができる.
質的変化は次のような概念としてとらえられる.
基本的には，生産関係における変化によ って，すなわち，家族労働力の商品化による雇
用関係，農地や生産手段の貸借の発生による所有関係，所得収益の分配関係，その他の社
会関係によって，生産諸力が具体的にどのように変化していくかを個別操業経営の段階で
とらえて，明らかにすることであると定義しておこう.換言すれば，資本主義経済社会体
制の国家独占資本主義脚皆において，家族農業経常が形成，発展崩壊(変質)過程をたど
り，資本主義農業経営(資本家農業経営)を準備していくものかどうかを明らかにする質
276 
庄内平野Uておける農業労働力流出下の稲作農業経営の性格と変動要因に関する研究ー加藤 13 
的変化(生産関係の変化に応じた生産諸力の結合比率の変化)をとらえることである.
我国の農業は家族労働を中心とした農業経営であることから，家族経営として一般に特
徴づけられている.資本主義経済体制の発展，変質が深まるにつれて，家族経営は，資本
主義の原始的蓄積が進む過程で，自給生産から，商品生産基調になること勿論のこと，家
族労働力が賃銀労働者として流出し，労働力の商品化が一層進められて，発展変質して行
く.先ず，それは自給的家族経営から，本来的家族経営，そして企業的家族経営へと発展
過程をたどる.それが更に本格的な資本主義的展開をとげるかどうかは，きわめて関心の
持たれるところである.現実には，資本主義経済社会体制jを維持している欧米には，株式
会社形態をとった資本家的農業経営は，ほとんど存在していない.この資本家農業経営は
経営と家計が完全に分離し，土地，労働力と資本の三範噂の確立を前提として成立する.
家族経営こそ，欧米を始め，資本主義経済社会体制の一般的経営経済形態といえる.
家族経営の枠内にあっても，発展過程をたどるなかで，量的と質的変化要因にわけて検
討することができる.量的要因は経営耕地面積拡大，家族労働力の増大，資本財資本の増
大，生産量の増加である.質的要因は次の事項カ、考えられる.所有と経営の分離あるいは
家計と経営の分離程度，商品生産の程度，所得か純収益かの経営経済目標の差異，家族労
働力の商品化，生産手段なかでも労働手段の発達程度などがあげられる.
これらの量的，質的変化要因あるいは過程を地帯別，経営耕地規模別，労働手段段階別
に考察する.
(3) 調査農家の構造と分析
1 )農家経済成果と変質要因
調査農家は54戸で、ある.調査対象年度は昭和47年である.当初は各集落から経営耕地規
模日Ijに 5戸，合計60戸調査する予定であったが，調査する時点で不在で，都合つかなかっ
たために6戸ほど少なくなった.各調査集落別経営耕地規模別農家は表8の通りである.ま
た調査農家の農家経済分析は表9，10， 11を参照されたい.
表9 農家資源
(金額単位 1川0円)
¥¥¥¥¥¥¥ 農家 土 地 家疾構成
戸数 田 畑 樹園地 小計 宅地 林地 原野 小計 合計 男 女 計
I酉周 近郊 5 154 33 4 191 10 6 O 16 207 313 6 
地 国辺 中核| 9 275 日1 292 13 60 73 365 313 6 地
車豆 山間 6 220 10 O 230 13 725 25 763 993 312 5 
区 鶴周 1近郊 8 292 8 l 301 10 156 14 180 482 313 6 
間辺 i中核!日 312 8 。320 10 7 2 19 339 3 316 
Bり 地準中核 4 252 8 O 2ω 10 425 1 436 696 3 4 7 
市区 山間 8 102 213 3 128 61780 230 1016 1，144 3 2 5 
! 1 ha 未満 7 62 25 3 91 5 81 91 178 268 2 2 ぃι
緩規 1 ha - 2 ha 14 142 13 O 155 91454 86 549 704 3 3 6 
営模 2ha-3ha 13 243 11 2 255 11 211 5 227 482 3 3 6 耕
地別 3 ha - 4 ha 12 332 17 O 348 14 239 9 262 610 313 6 
4 ha 以上 8 443 8 1 452 10 210 15 234 686 3 316 
全 戸 平 均 54 243 14 1 258 10 263 40 313 571 3 316 
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表 10. 農家経済成果
(金額単位 1，000円)
、¥
農家 農家所得費、~¥ ¥ 、、、、 農家戸数 組所得 的失 農家所得 農業所得 農外所得
近郊 5 2，600 762 1，838 973 864 
地図詰 中桜 9 3，075 908 2，167 1，804 362 
市区 山間 6 4，157 1，674 2.4 82 1，354 1，1 28 
区
鶴間
近郊 8 3，912 ! 1，574 2，3 37 1，905 432 
岡地辺
中桜 14 4，218 1，885 2，332 1.91 5 417 
別 準中核 4 3，094 677 2.427 1，413 1，0 13 
市区
山間 8 1.572 420 1，1 51 559 592 
1 ha 未満 7 1，561 291 1，270 35 1 91 8 
経規 1 ha -2ha 14 2，4 92 660 1，831 865 965 
営模
2ha - 3 ha 13 3，784 1，698 2，086 1，568 51 7 耕
地~IJ 3 ha -4 ha 1 2 4，289 1，692 2，597 2.1 72 425 
4 ha 以上 8 4.305 1，678 2.627 2.572 54 
全 戸 平 均 54 3，350 1，242 2，108 1，51 1 596 
表 11 農家労働力
『三二;
農戸数家農専業者業
家族農業労働日数 兼業労働日数
合計
、¥¥¥¥¥¥ 男 女計 男 女 言十
酒周 近郊 5 2(1) 286 230 516 204 (501 50 (501 254目的 77~188) 
地 田辺地 中核 9 2(1) 283 183 467 186 44 231 (0) 697 
市区 山間 6 2(1) 275 108 383 115 83 198 (1) 582 。
区
鶴周
近郊 8 2(1) 256 150 406 152 125 277 (1) 683 
岡辺 中核 14 2 (1) 249 162 410 126 105 231 642 
別 地 準中核 4 2(2) 158 118 275 175 175 350 (1) 625 
市区
2(1) 出 ~1]21 199 (0) 山間 8 131 68 520 
1 ha 未満 7 1(1) 90 286 201 134 336 621 
経規 lha-2ha 14 2(1) 196 121 317 218 (181 111 (18) 329 (36) 646 
営撲 2ha-3ha 13 2(1) 235 178 413 164 52 215 628 移十
地別 3ha-4ha 12 2 (1) 318 175 493 84 108 193 685 
4 ha 以上 8 2(1) 318 186 503 64 51 115 618 
全 戸 平 均 54 2(1) 403 150 90 643 
第 1に，家計と所得営業部門の分離の程度を確認する.家族構成員は総平均で6人であり，
そのうち男 3人，女 3人からなる.家族労働力は農業労働力 3人と，兼業専従者 I人弱で
ある.これを家族労働力の年間実働可能日数でみると，それは 643日となり，その内，自
家所得営業部門である家族農業従事可能日数は 403日，自家所得営業部門から分離流出し
て農外兼業労働の賃銀労働従事(可能)日数は240日である.従って，家族労働力の 37.3
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刷工自家所得営業部門の農業経営に投下しないで，分離流出していることになる.生産
物の家計仕向けでは，米と若干の議菜は全て自家の所得営業部門の農業経営から調達してい
る.自家生産物を家計仕向けするのは，庭先販売価格が，庭先購入価格より低い範囲内で
ある.また自家生産物に対する特別の主観的効用，価値を持っているからである.資金の
配分において，家族労働力を再生産するに要する家計費は，昭和47年度農林省農家経済調
査の庄内農業地域において， 1659，1千円である.本調査による農家所得は 2，108千円であ
るから，准定農家経済余剰は 448，9千円である.これは次年度において家計費(消費)と
農業経営の拡大再生産(投資)に向けられるか，あるいは退蔵(貯金)される.最近の傾
向として，家計においては，新築，改築が盛んであり，また自家用車の購入にあてられて
いる.農業経営ではほとんど機械購入代金として利用されている.退蔵は全くないといっ
てよい.また，市街地近辺地帯では農地転用地価と代替農地取得地価の差益金収入は経営
耕地規模を拡大する資金として主に利用し，資本蓄積をはかつている.家族労働力が賃銀
労働者として商品化し，自家生産販売収入(農家所得的収入)に占める米と若干の藤菜か
らなる家計仕向け額の割合が棺対的に低下し，農外兼業所得の農家所得に占める割合が増
加している.これは資金配分の側面から農業経営の存立を制約することを少なくさせる.
かくして，家計と経営はますます分離化傾向を強めている.そのなかで，零細な経営耕地
規模農家は農外所得の増加によって資金配分が分離化することは，家族経営の充実と発展
としてでなく，家族労働力がより一層賃銀労働者として商品化され，下向分化傾向を強め
ていることを示している.
これを地帯ごとにみると，大網，倉沢，下黒川と青沢などの農山村の調査農家，また田
村など酒田市周辺の市街地近辺の調査農家は経営耕地面積が小さく，家族労働力は賃労働
者として兼業に大きく依存している.農山村で、は家計仕向けの筈恰』お釈を始め飲食費のほ
とんどは自給しているため高い.また資金柑日分も未分化である.これは生活を維持する
最低の限界にあって，低い農家所得しか実現していないことを反映している.市街地近辺
の田村においては家族労働力が賃銀労働者として商品化していることは明白であるが，家
計仕向け額は低下し，資金配分の分化する程度は進んでいる.岡地帯とも，賃銀労働者化
しているといっても，農山村は出稼ぎに大きく依存した不安定な兼業であり，市街地近辺
は安定した恒常的勤務者が多い.市街地近辺は賃銀労働者として商品化する一方，施設園
芸によって農業緩営を発展させている農家とニつに大別される.このような農家において
は，経営主は，将来の後継者に苦労していることからみて，上向発展は多難をきわめてい
る.鶴岡市周辺の市街地近辺である平京回，茅原，中核地帯の農家は，家計と経営の分離
現象は強められている.そのなかには，資金配分の分離において，経営耕地規模の大きい
農家においては，生活の維持がはかられているために，資金配分は農業投資に向けられて，
農業における資本蓄積を可能とし，経営耕地規模を拡大し，上向発展している調査農家をみ
ることができる，これらの地帯の後家の家計と経営の分離化要因は上向する農家，つまり，
本来的家族経営から企業的家族経営になる農家と下向する農家，つまり賃銀労働者として
一層農外所得に依存する農家に分化する要因が{動いていることを確認することができた.
第2に，農業経営目標における質的変化に関してである.我国の農業経営の目標に関し
従来，所得説，収益説の二説があり，その結着はついていない.これはそれに結着を
る性格のものではないと考える.今日，静態経済として止まっているのではなく，常
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に成長する動態する経済として把趨される.それは，資本主義経済社会体制が，重商主義
脚皆から，自由産業資本主義段階，そして帝国主義段階(国家独占資本主義段階)へと.
生成，発展，崩嬢(変質)しているなかで，農業経営の目標も，自給的所得，貸幣(現金)
所得，そして収益追求へと質的変化をともなうものとして，相対的，動態的，発展的にと
らえることができる.そこで，所得追求か収益追求かを，農業所得による家計費充足度で
みることにする.
先ず地帯別農業所得による家計費充足度では，市街地近辺と農山村は平京国を除いては
農業所得でもって家計費を充足することはできなく，家族経営が特立する基盤をもってい
な川家族労働力の再生産を農外兼業所得でもって補なって始めて維持している.それで
も大網と倉沢集落は農外兼業所得も低く，農家所得は標準家計費より低い. このために，
彼等は交通不便のための摩察的あるいは潜在的失業の状態にあるといえる. これは圧内地
方の労働市場の需給関係は供給過剰であり，雇用者側の産業は農業とかLわりをもっ木材
や食品工業が主で，生産性は低いために，農業以外での農外営業所得に大きな増大を期待
できないためである. とはいえ，最近，差是外兼業所得は著しく伸びている.これは酒田北
港，鶴岡工業団地，農村工業導入地での新規に単純労働の地元労働者の雇用が増大してい
るからである.
次に，経営耕地規模別農業所得による家計費充足度は 1ha未満農家はわずか 21.2%にす
ぎなく，その上彼等は農家所得でも っても充足できない.1-2ha未満農家は94.5%でわ
ずかながら下廻っている.昭和47年農林省農家経済調査の 2h必l上農家のそれは， 84.8% 
で下廻っている.これは本調査に比して 3ha以上農家の抽出が少ないからである. 3-4 
ha未満農家は 130.9%と始めて農業所得でもって家計費を充足することができる. 4 hatJ 
上農家では 155.1%とより一層充足できることになる.これを家族経営内における形態変
化~噂でとらえるとすれば， 200未満幾家は賃銀労働者として，兼業農家の性格を強め
ているのに対して， 2 ha以上4ha未満は農業所得埠求を経営目標とする本来的家族経営と
して 4ha以上農家は農業所得追求から農業純収益追求を農業経営目標とする企業的家族経
営¢範曙に属するものと認められる. 4 ha以上農家は家族農業労働力の完全利用というよ
りも，機械・施設の利用度と効率を高め，一定費の節約による資本収益力の相対的有利性
に基づいて存立しうるものとみることができる.
第 3に経営主体についてである.それは世帯主(家長)と経営主との分化である.調査
農家の全戸平均では家族構成員 6人のうち，家族労働力は 4人である.これは，世帯主と
その委，後継者とその妻，そして子供あるいは傍系家族員 2人からなる.家族労働力 4人
のうち農業従事者は3人，兼業専従者は 1人である.農業従事者のうち農業専従者 2人，
補助者 1人である.このような家族労働力構成は地帯別にみてもほx同じである.
経営耕地規模別では 1ha未満農家の農業従事者は I人少なく 2人である. 1 ha以上のい
ずれの経営耕地規模農家でも 3人である.そのなかでも 1人当り農業従事日数は経営耕地
規模大なるほど多く，逆に 1人当り兼業従事日数は経営耕地規模の小さいほど多い.経営
耕地規模の大きい農家ほど農業専従意識は高まるとともに，家長と経営主の分化もまた機
能的に分化している.例えば，水稲作は若い後継者に分担させ，世帯主である家長は養豚
など部次部門を分担し，実質的に農業の主要な所得源、となる経営部門から離れていき，彼
等は農家財産の所有の安全をはかることを主要な任務としている.若い後継者は水稲作の
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基幹的労働者であるとともに，経営純収益を高めるために水稲作の管哩者として経営を主
催し，経営主として運営している.経営耕地規模農家別では，ほど 3ha以上農家に多くの
例のあることをうかX うことができる.
第4に，農家所得は全戸平均で 2，108，133円である.そのうち，農業所得はわ511，475
円71.7係を占めている.農外所得は 596，658円である.農家所得は農家労働力，自家所有
財産の働きによって獲得された残余分配混合所得である.農家粗所得は 3，350，892円であ
る.その構成割合として農家所得的総収入についてみると，農業所得的総収入は79%を占
めている.農外所得的綿収入では労賃俸給収入が全体の18.2%を占めている.農家所得は
地帯別では酒田市周辺の農山村が最も高いが， これは労賃俸給，山林収入などの農外所得
が地帯別で最も高いからである.次いで大谷である.これは近辺に有望な工場があって，
それによる労賃俸給収入が高いためである.そして，鶴岡市周辺市街地近辺，中核地帯，
澗回市周辺市街地近辺，最低前大網，倉沢の農山村地帯である.それは農家所得1，151，754
円である.こ Lでは農業所得が低い外に，大網など出稼ぎに依存したさ Lやかな農外所得
でほそぼそと少ない農家所得で生活している.
農業経営耕地規摸別では，経営耕地規模の大きい農家ほど農家所得が高い.これは調査
農家が農業所得に極めて強く依存していることを意味し，また庄内地方の労働市場が狭く，
しかも低賃金であるため，経営耕地規模の小さい農家の労賃俸給などの農外所得が低い水
準にあることが反映している.
なお，その他の変質要因については農業経営，稲作部門のなかで，順次考察する.
2)農業経営成果と要因
(j)農業経営成果
農業経営は農家経済が家計部門と所得部門に区分されるなかで，所得部門の営業部門か
ら，農業経営部門を妓き出したものであって，これを自己完了的永続的組織体として独自
に考察する. (表 12ーし 2， 13参照)
表 12ー 1 農業経営資源と農業経営粗収益
¥¥¥¥¥ 農戸数家
投下労働日数 農業経営地 (単位:アール)
家族雇用 計 回 畑 計〈却附 放採牧草地 宅原地野 (合経営地計) 
調周 近郊 5 516 6 522 154 37 191 。 5 196 
地 国語 中核 9 467 O 467 275 17 292 11 7 310 
市区 山間 6 383 3 286 220 10 230 58 7 295 
区 鶴周 近郊 8 406 O 406 300 9 309 14 5 328 
岡宮 中核 14 410 8 418 312 8 3勾 2 5 3Z7 
方1) 市区 準中核 4 275 13 288 252 8 260 1 5 266 
山間 8 321 O 321 102 25 127 230 3 361 
経 1ha 未満 7 286 1 287 62 28 91 91 3 185 
営耕 1 ha-2 ha 14 317 4 321 146 13 159 100 5 264 
地規模
2ha-3 ha 13 413 O 413 243 13 255 13 5 274 
3 ha-4ha 12 493 3 496 332 17 348 9 7 3臼
.iJJ 4ha 以上 8 503 14 517 443 9 452 15 5 471 
全戸平均 54 403 4 407 244 15 I 259 45 5 309 
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(金額単位:1，000円)
¥¥ 部門構成 農業粗所得内訳1 =口語「一一1雇百ー ーー一一「一 一一一一一
稲作』焼野菜作作 12 小計 養畜訓告所者)収農業入所t首得的地総額
酒
近郊 1，272 回 38 220 O 
市
42 1，573 O 1，573 1，573 O 
地 周 中核 2，347 5 1 1 48 2，414 153 2，568 2，535 33 
電
区 山間 966 3 O 16 46 1，033 1，819 2.852 2.803 49 
区
鶴 近郊 2.512 。 O 7 42 2.562 678 3.241 3.241 。
岡市 中核 2.483 O 10 7 45 2.552 1，050 3.603 3，603 。
男リ
局
辺
地
準中核 1.813 O O 22 49 1.884 120 2，005 2，005 O 
区 山間 731 。。O 36 768 90 858 795 62 
経 1 ha 未満 423 。57 O 36 516 28 544 516 28 
営 1 ha-2 ha 1.020 6 2 14 37 1，081 299 1，380 1.352 28 耕
地 2 ha-3 ha 1.882 
規
3 53 3 46 1，989 1，109 3/)98 3，091 7 
模 3ha-4 ha 2，ω4 10 17 1 51 2，694 q82 3β77 3，644 32 
思リ 4凶以上 3.545 O O O 51 .l，596 380 3，976 3，976 O 
全戸平均 1，876 4 25 7 44 1，957 623 2β80 2，560 20 
表 12-2農業経営資源
(金額単位:1，000円)
¥¥¥ ¥ ¥ 戸農家数 主地 建物 大家 大農 小計 流動 農業 自農的業所支償却畜 具 資産 粗所得 額
酒
田 近郊 5 14.976 655 。438 16，070 224 16，294 1.573 471 128 
地 市周
辺
中核 9 19.773 932 10 578 21.294 353 21，648 2，568 579 184 
I区也 山間 6 15ρ68 209 462 306 16，046 956 17，002 2，852 1.403 94 
区 鶴 近郊 8 18，361 1，117 211 537 20，227 765 20，993 3，241 1，120 215 
岡市 中核 14 22，701 1，174 42 786 24，704 1.503 26，207 3，603 1，480 207 
周
準中核7JIJ 辺 4 12，252 251 52 360 12，917 222 13，139 2，005 476 115 
地
区 山間 54 17，011 855 131 524 18，523 719 19，243 2，580 906 163 
トーー一
経 1 ha 未満 7 5，482 803 57 117 6，460 67 6，527 544 138 54 
営 1 ha-2ha 14 10，200 371 203 323 11，098 219 1，317 1，380 407 107 耕
地 2 ha-3 ha 13 17，284 1，065 111 
規
501 18，962 1，495 20，458 3.098 1，376 153 
模 3 ha -4ha 12 23，621 940 84 703 25，350 82.1 26，174 3，677 1，297 207 
別 4 ha 以上 8 28，664 1，278 174 1，002 31，119 748 31，8a 3，976 1，099 304 
ト一 一ー ト一日
全戸平均 54 17，011 855 131 531 18，523 719 19，243 2，580 906 163 
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表 13. 農業経営成果 (単位:1，0∞円)
¥¥ 農戸数家農業所農失得的業費農業農業農業純 農回資転率業本関10アー 農働1E業報王当労酬り組所得 純収益純生産収益率 地ノレ純当収り土益
% 9.7 q6 0.9%1 3，864 
酒周 近中 郊核
5 1，573 599 148 997 9.4 194 
国辺
トー ト一一一一一
地 9 2，568 764 1，057 1.803 . 40.4 11.9 4.9 30，793 1，313 
市地区山間 6 2，852 11，498 741 1，362 24.7 16.8 4.4 21，527 1，495 
区 鶴 近郊 8 3，241 1，335 1，293 1，867 39.9 15.4 6.2 35，023 1，755 
市岡 中核 14 3，603 1，688 目笠 35.1 13.8 4.8 32，814 1，189 周 卜
別 辺 準中核 4 2，005 592 973 日」竺 48.5 15.3 7.4 34，771 2，508 
地区 一一ト トー山間 8 858 298 46 559 2.1 9.4 0.5 - 948 173 
経耕営
1 ha 未満 7 544 193 一105 355 ー0.194 8.3 -1.6 -8，820 - 13 
1 ha -2 ha 14 1，380 515 375 893 27.2 12.2 3.3 11，886 844 
地規模 2ha-3ha 13 3，098 1，530 914 1β78 29.5 15.1 4.5 27，003 1，098 
別
3 ha-4 ha 12 3，677 1，504 1，389 2，186 37.8 14.0 5.3 34，323 1，506 
4ha 以上 8 3，976 1，404 1，767 2，609 44.5 12.5 5.5 33，788 1，657 
全戸平均 54 1 2，580 1 1，069 1 87士山竺立 33.9 13.4 4.5 124，315出竺1
農業経営目標が農業所得追求か，収益追求かを，単に農業が家計費を充足している点だ
けでは決めかねることではある.それは一つの指標であって，経営と家計，経営主体，労
働，土地と資本市場，商品生産の発達などとの関連で判断される.それらは基本的には農
業労働力における雇用関係，土地の所有関係，所得収益の分配関係などの生産・分配関係の
質的変化に基づいている.こ Lではそれらの諸前提を背景にもちながら，農業経営の成果
を検討する.
農業所得は，家族労働力，自家所有経営地，そして自家所有生産手段の経営要素，所有
資源の機能に分配される所有分配所得である.それは，全戸平均でし511，475円である.
中核地帯の調査農家の各集落平均では農業所得でもって家計費を充足することができるほ
どの農業所得をあげている.それは，本来的家族経営の存立を補償するとしても，企業的
家族経営を存立させるほどとはみられない.鶴岡周辺地区市街地近辺のそれは本来的家族
経営の存立する水準にある.特に平京国は2，971，033円をあげ，標準家計費を5割ほど上
廻り企業的性格をもつにいたっている.その他農山村で、は大網，倉沢の8戸の平均の農業
所得は 559，659円にすぎない.下黒)1，青沢の 6戸の平均の農業所得は 1，354，228円であ
って，田村のそれ 973，824円より高い.経営耕地規模別農業所得では， 1 ha未満農家は，
351，936円， 1-2 ha未満農家は 865，463円， 2-3 ha未満農家は 2，172，339円，そして，
4ha以上農家は2，572，460円である.
次に，農業純収益は農業経営体を経営地と資本財資本から構成された永続的組織体であ
るとし，それらの経営要素の機能に支払われる残余収益である.それは，全戸平均で874，
066円である.中核地帯と鶴岡周辺の市街地近辺集落はし0∞，∞0円を上廻っている.大
綱，倉沢の雨集落の平均農業純収益は46，059円にすぎなく，福田市周辺市街地近辺の田村
は 148，224円と低い.経営耕地規模別農業純収益では 1ha未満農家は負値を示し，赤字経
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営である. 1-2 ha未満農家は 375，263円， 2-3 a未満農家は914，449円， 3-4 ha未
満農家は 1，389，772円， 4 ha以上農家は 1，767，660円である.
なお，農業粗収益は全戸平均 2，580，967円であり，そのうち稲作収入は 1，876，658円で
72.7%を占めている.
農業所得と農業純収益の経営成果のどちらに重点をおくかは，家族農業労働力が経営主
と執行者(労働者)に経営機能が分化し，経営の経営管理機能以外の家族労働力を被傭者
として賃銀労働者に似せて経営費の 1項目とみて，家族労働力が経営体を構成しないとみ
るかどうかということである.それは農業純収益力によって判断される.農業純収益力は
土地を含む農業投下資本に対する農業純収益の効率指標である， 農業投下資本純収益率に
よって標示される.
農業投下資本純収益率は， 全戸平均で 4.5%である.調査農家の農業投下資本額は 19，
243，327円である.そのうち土地は 17，011，852円で，その88.4%を占めている.これは
土地などの長期固定資本を重視した農業投下資本の収益力に見合う借入利子率であれば，
農業経営規模拡大を可能にすることを意味する.農業経営規模鉱大のために必要な資金は
制度金般資金と農協の系統資金が大部分である.最も低利で融資できる制度資金は農地取
得資金であり，その利子率は 3.5%， (25年返済)次ぎに総合施設資金は5係(25年返済)
農業近代化資金は6係(6-15年返済)，県信連の農協転貸資金は8J5係であるから，農
業投下資本純収益率 4.4係は，必ずしも高い収益力ではない.地帯別のそれは中核地帯の
うち鶴岡市周辺が 4.8%，酒田市周辺が 4.4%である.市街地近辺地帯のうち鶴間市周辺
が 6.2%，酒田市周辺が 0.9%である.農山間地帯のうち鶴河市周辺が 0.5%，酒田市周
辺 4.4%である.鶴岡市周辺農山村と酒国市周辺市街地近辺が1係以下であるほかは 4-
6%の範囲にある.いずれにしても，あまり高い水準の農業投下資本純収益率を実現して
いないことが認められる.経営耕地規模別のそれは 1ha未満農家は ー1.6%と負値を示し，
農業資本の回収はできない. 1-2ha未満農家は 3.3%， 2-3ha未満農家は 4.5%， 3 
-4ha未満農家は 5.3%， 4 ha以上農家は 5.5%である.従って 2-3凶未満農家から，
農地取得資金の利子率以上であるが農業近代化資金のそれ以下の収益カである.
農業資本純収益率を計測するに用いた農地評価基準は表14の通りである.
表 14.農地評価基準 (単位:万円)
¥ 朝日村 鶴岡市 )1 町医里町 酒田市 八幡町議)大網 茅原大広 平京国 新屋敷 ω、中牧)I (米南島)I (回西村)
トー←ー トー 一一一
上 55 I 60 80 I 60 1 65 80 65 80 I 70 1 110 
回 中 43 45 65 45 55 75 60 70 60 80 60 
下 25 25 50 30 50 55 55 65 50 70 
上 20 27 35 20 20 45 40 60 50 70 
畑 中 15 18 29 18 17 30 30 55 40 50 30 
下 10 14 20 16 15 25 Lー 20 40 30 40 
資料:昭和47年度各市町村農業委員会調べ
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農地は昭和47年度各市町の農業委員会調査農地評価基準値で、ある.建物，農機具と大家
畜は調達価格，建物は不明の場合，再調達価格で評価し，定額法で減価償却した現在評価額
である.流動資産は農業所得的失費から，雇用労賃，減価償却費，小作料，支払利子を差
ヲ|し、た値の半額としている.家族農業労働臼数は家族の農業従事可能日数であり 1日当
り賃金はし600円に評価している.土地，資本財の資本利子見積額は，経営規模拡大のた
めに現実に農業経営に融資で、きる資金として制度資金の利子率を基準として， 5.5 %にし
ている.
農業資本純収益率の計測結果からすると 4凶以上農家ですら，農業近代資金の利子率
にも達していなく，飛躍的な経営規模拡大にならない.従って，農地や施設，機械化する
にも，大巾な橋大ではなく，追加的な購入，例えば農地ならば2-3ha位の追加購入によ
る経営耕地規模拡大が限界とおもわれる.
農業資本純収益率は農業純収益率に農業資本回転率を乗じて得られる.各地溝，経営耕
地規模別でみると，農業資本純収益率の高いほど，農業純収益率と農業資本回転率ともに
高くなる. これは組収益が農業資本純収益率の高いほど噌大していることを意味する.一
定の農業投下資本額，一定の経営費でも，粗収益を増大させる農業経営の運営方法は，増
収妓術が発揮されていることである.それは，また， 10 a当り米生産量との間にきわめて
高い関係がある.経営耕地規模 1ha未満農家の農業資本純収益事と10a当り米収量は，そ
れぞれ， -1.6 %と 4ωkg，1-2凶未満農家のそれは 3'.3%と 485kg，‘ 2-3ha未満農
家のそれは 4.5%と 525kg ， 3 -4 ha未満農家のそれは 5.3%と 530kg， 4 ha以上農家の
それは 5.5%と 541kgである.
農業経営成果は，水稲作部門における経営耕地規模の大きさと，各地帯における条件に
強く影響されていることが認められる.
(Ii)家族農業労働力と利用効率
家族構成員のうち，農業労働従事者は 3人であり，そのうち 1人は補助労働である.彼
等は直系家族農業労働であって，傍系の農業労働従事者はほとんどいない.農業従事可能
日数は 403日であって，これは家族労働従事可能日数 643日の62.7%を占めている.この
割合は中核幾業地帯が最も高く，市街地近辺，農山村と低くなる.その逆はそれだけ賃銀
労働者として商品化されている.なお，農業経営に雇用労働者を利用した農家は54戸のう
ち6戸であって，平均34日，全体で平均すると 4日にしかすぎない.雇用労働は経営耕地
規模の大きい農家が利用しているというよりは，機械化一貫体系の未噂入や，集団的生産
組織の確立していないために生じている.従って，農業経営における雇用関係は消滅過程
をたどっている.経営規模の拡大によって計画，組織，統制なとeの経営機能の分化によっ
て生ずる労働組織では，男子基幹労働者が計画，組織，統制からなる経営管理機能を分担ず
るとともに，自ら作業執行労働の基幹となる.女子家族農業従事者は経営管理機能を分担
することはほとんどなく，作業執行労働か補助的に農繁期に従事している.水稲作主幹部
門に副次部門をもった複合的家族農業経営の場合には，水稲作部門は若い農業後継者兼経
営主があたり，副次部門の養鶏，養豚，肉用牛，シイタケ，山林などは世帯主が主に分担
している場合が多い.これらの経営部門の経営規模が拡大すると，農業後継者兼経営主が
経営管理活動機能のみならず，作業労働を主として担なうようになる.
農業労働力の収益力について検討する.これは経営成果に対する労庫要因指標である.
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それを農業従事日数 1日当り農業労働力純収益(1日当り農業労働報酬)でみる.それは
全戸平均でし159円である.集落別では大谷が最も高く，これは地場産業に家族労働力が
就業している農家が多いため，農業従事可能日数と実働日数との差が小さく，極めて効率
よく家族労働力の利用がはかられているからである.次いで鶴岡市周辺市街地近辺，酒田
市周辺農山村，農業中核地帯，田村，そして大網，倉沢の農山村が最低である.経営耕地
規模別農業従事可能日数 1日当り農業労働報酬では経営耕地規模の大きL、農家ほど高い.
従って，家族労働力のうち農外労働に恒常的に利用し，それによって農業労働従事日数と
農業実働日数の差を縮少しているほど，高し、労働力純収益力をあげている.経営耕地規模
の大きい農業経営ほど高いが，これは経営親同包規模大なるほど農業従事可能回数と実働日
数の差が小さくなることと， しかもそれが大なるほど他の農業経営部門に比して収益力の
高い稲作部門収入の占める割合が高まっている.これには土地生産性が高まっていること
が強く反映している.。i)農業経営地と利用効率
農業経営地は，全戸平均で 309aである.そのうち経営耕地259aである.水図面積は，
244 aで重量業経営地の79%を占めている.農業経営地はほとんど自作地である.なかには
わずか3戸ほど請負い耕作として受託している.これは昭和48年になると若干増加してき
ている.農業経営地を地帯別にみるとあまり差がない.経営耕地では，農業中核地帯が最
も大きく，市街地近辺，そして農山村の1慣に小さくなる.鶴岡市周辺の中桜農業地帯は，
320 a，市街地近辺は:D9a，農山村は 127aと前二者の半分以下である.酒田市腐辺の
中核農業地帯は 292a，市街地近辺は 191a ，そして農山村は230aとむしろ農山村が少
し，大きい農家を抽出している.経営耕地規模別農家の平均経営耕地面積は1ha未満農家
91 a， 1-2 m未満農家 159a，2-3ha未満農家 255a， 3-4 ha未満農家 348a， 4 
ha以上農家は 452aと1ha未満農家を除いて，各クラスの中央値にほど等しくなっている.
土地基盤整備の状況は，大網，倉沢，大谷を除いて，一応整備されている.農山村の倉
沢と下黒川は品丘実施しているために，特に下黒)1は米の単位当り収量は昭和47年には平
年作の 6-8害U程度に低下している.これは徐々に回復し中，大型トラクターが噂入でき，
生産量よりも労働生産性は飛飽的に犠加するものとおもわれる.鶴岡周辺地区は，現在，
赤川圃場整備事業が実施されている過程である.それには圃場も30a区画になり，用排水
分離に施行される予定である.人為的調整を目的とした潜排水などの土地整備は，土地の
自然的豊度を低くしていた諸障害を除去し，土地基盤整備によって形成された生産力は本
来土地のもっている生産力と合体して新しし豊度を形成すると L、う意味も土地の人工的
豊度を向上させる契機となる.そのために投下される資本を土地資本というが，それは労
働手段として土地の機能を直接的に向上させ，農業生産を高める.つまるところ，土地基
盤整備は土地資本の投下によって，これまでの劣等地を優等地に転化させ，地代を上昇さ
せるところに意義がある.
昭和47年における各集落における地価は，市街地近辺が最も高く，次ぎに中核地帯，そ
して農山村と低くなっている.これは農地の収益力と転用価格ヵ噛く影響している.農地
の収益力として， 10 a当り土地純収益について検討する.全戸平均のそれは24，315円であ
る.収益還元地価は 442，091円である.地帯別にみると鶴岡市周辺市街地近辺が最も高い
10 a当り土地純収益をあけ.ている.次いで鶴岡市周辺中核，酒田市周辺農山村，田村，そ
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して，大網，倉沢の農山村は負値を示している.経営耕地規模別にみると，経営耕地規模
の大なるほど10a当り土地純収益は高くなる傾向を示している， 3hιl上農家は35，000円
弱で，収益地価にすると60万円強である.これは時価とほど等しい値である.従って若干
の経営地規模を拡大することができるとみられる， 4ha以上農家が3-4ha未満農家より
少し低いことから制約がある.
なお，農業資本財とその利用に関しては稲作部門-;C'稲作機械利用を中心に検討する.
3)稲作部門経営成果
(j)稲作部門経営成果
農業経営のなかから最も主要な商品生産部門である稲作部門を分離独立して考察する.
農業粗所得に占める稲作部門組所得の害恰は72，7%である.農業所得に占める稲作部門純
生産(=稲作部門所得)の割合は86%である.従って，調査農家における稲作部門成果が
農業経営成果に決定的な影響を及ぼしていることが認められる， (表15，16，17，18.19参照)
表 15，稲作部門資源 (金額単位 1，000円)
¥¥ ¥¥ 農家 投下労働日数 閤定資本 装勢戸数 回 家族雇用計 土地 建物 大農具 計
酒 近郊 51154 117 6 123 12，336 655 438 13，430 145 
周田市
地 中核 91275 156 。156 17，834 932 578 19，345 235 
辺
地区 山間 61220 138 3 141 13，200 209 315 13，724 132 
区 鶴 近郊 8 1292 167 0 167 17，231 1，117 537 18，886 244 
局市岡 中核 14 312 224 I 8 232 21，709 1，174 786 23，669 245 
'i]IJ 辺 準中核 4 1252 161 13 174 11，351 251 360 11，963 169 
地
区 卜一一山間 81102 152 O 152 4，474 861 284 5，620 57 
経 1 ha 未満 71 62 98 1 99 3，480 
803 117 4，401 38 
営 1 ha-2 ha 14 142 136 4 140 8，052 371 3~3 8，747 110 
耕
地 2 ha-3 ha 13 2431:日 162 15，815 1，065 501 17，382 182 規
模 3 ha-4 ha 12 33212 221 21，774 940 703 23，418 275 
別 4ha 以上 81443 231 114 244 27，547 1，278 1，002 29，828 333 
全戸平均 54 244 1ωI 4 173 15，266 855 524 16，646 188 
一「
A 段階 7 1402 195・7 O 195・724，448 1，237 1，105 26，791 311 
機 トー
械 B 段階 28 256 166・2
1・8168・016，633 766 488 17，888 206 
作 C 段階 71168 147・4 7・1154・6 9，780 772 260 10，813 135 
業体 D 段階 71221 201・715・6217・314，440 872 611 15，923 147 
系 ト ト一一
別 E 段階 5 1 80135・8 O 135・8 3，590 913 161 4，664 45 
5十 54 243 169 4 173 15，266 855 524 16，646 188 
注)機械作業体系別各段階の区分内容については本文中29頁で述べている.
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部門投下
資本頼
13，575 
19，581 
13，856 
19，130 
23，914 
12，133 
5，678 
4，439 
8，857 
17，564 
23，694 
30，161 
16，834 
27，102 
18，094 
10，948 
16，070 
4，710 
16，834 
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¥¥¥¥ 総生 所得的収入 家計 品経営畠内あ部 産労当働 1日
¥¥ 産量 仕向額 粗収益リ米生
¥¥¥ 数量価額 量
市E 近 郊 8，71η2 I 8，04ω0 u山川Oω9 98.574 削 481，山仰2幻7η2乞幻，7m7
地 5 1中該附601 14，993 1221側 31 128，281 63，440 刷工544I 101.7 
地
区 山間 6，5301 5，700 1 ，843β95 [ 122，854 [26，120 [ 966，549 [ 46.3 
ト一一←ー
区鶴近郊 16，973[16，013 [2，370.117 [ 142，096 [67，890 [2，512，213 [ 101.6 
岡
市中核 16，8151 15，810 12，340，144 1 148757 1 67，260 12，488，900 1 72.5 
周
別辺地 準中核 12.2551 11，280 11，669，628 1 144，316 149，020 11，813.944 I 70.4 
区山間 4，9351 4ρ28 1 596，732 1 134，563 119，740 1 731，295 I 32.5 
経 lha 未満 2β54 [ 2，126 [ 314，981 [ 108，113 [11，418 [ 423β94 I 28.8 
耕営 lha-2 凶 6，894 1 6，056 1 896，687 1 124，153 127， 574 11.020， 840 I 49.2 
地 2ha-3ha [12，762 [11，912 [1，756，943 [ 125.210 [51，046 [1，882.153 [ 78.8 
規 ←一一一一←←ー←二
模男リ 3ha-4ha I 17，598 1 16，495 12，441， 535 1 163，188 170，39o 12，604，723 1 79.6 
4ha 以上 23，951 I 22，958 3，398，093 1 1470Q? 1 95，805 13，545，184 1 98.2 
一一一一一一一一一二ニユニ三二一ト一一一一
全戸平均 12，688111，78011，742，257 1 134.401 150，753 11，876，6581 73.3 
表 16.生産費用 (金額単位 1，000円)
、¥¥¥ ¥ ¥ 、¥¥
農戸数家 ←一一「一「諸 材r~動爾力「料一一 費「一「←一一 水利 建物 大農
¥¥¥¥ 種苗肥料育酋 薬剤そ叫包小計 具
沼周 近郊 5 17 89 20 12 53 35 2<9 60 26 132 
地問辺
|一川中U一 核間 9 29 135 45 17 88 22 339 122 42 172 
6 17 85 O 9 50 24 187 19 14 102 
I区~IJ 富周辺地市 近郊 8 33 166 44 26 90 43 404 93 33 174 ←-←一一一一|←中 ー核 14 32 150 8 20 102 34 348 85 33 233 
準中桜 4 25 105 36 8 56 18 250 35 20 134 
区 山間 8 9 56 O 11 22 18 119 。21 81 
経 1 ha 未満 7 7 31 1 6 14 9 71 4 19 ト40
営
殺十 1 ha-2 ha 14 14 70 16 11 39 20 172 34 18 101 卜一一一一
規地 2 ha-3 ha 13 24 114 26 14 75 22 277 67 31 157 
模 3 ha-4 ha 12 35 163 34 17 99 39 389 112 37 217 一 一J}IJ 4ha 以上 8 45 230 17 36 136 57 523 109 43 288 
全戸平均 54 24 120 20 16 72 29 285 160 
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¥ ¥ 小農 賃料 費用 見地調代演資本利 費用小計 労働 合計 子見 合計 購入 自給具 料金 (1) 積額 (2) 
酒周 近郊 4 。454 224 678 616 61 1，357 984 373 
困辺 卜一一地
市地区
中核 18 21 715 281 996 891 87 1，975 1，450 525 
山間 4 37 365 256 621 660 32 1，314 966 348 
301 区 鶴 近郊 14 8 728 1，0 :rJ 899 99 2，029 1，487 5，420 
岡市 中核 7 53 761 424 1，185 1，005 110 2，381 1，707 673 
局 ト一一一
.5J1j 辺 準中核 。47 488 321 810 567 39 1，416 977 439 
地
山間 273 区 1 。222 495 223 60 779 399 380 
経営μE竺一空満 3 O 139 179 318 174 47 540 302 237 
彩F 1 ha-2ha O 11 339 253 593 419 40 1，053 690 362 
地 ha-3 ha 8 22 565 291 856 795 87 1，739 1，24 7 491 
模規 ha-4 ha 17 39 813 399 1，213 1，008 96 2398 1，744 653 
別 ha 以上 9 ω 1，035 451 1，487 1，377 135 3，000 2，217 783 
全戸平均 8 26 576 314 891 769 79 1，739 1，234 504 
表 17.稲作部門成果
(単位;1，0∞円)
、¥¥i (経.~.営財費費十i 経H営(物費 純部収門 部門
¥¥¥¥¥¥ 
農家 部門 部門 部門
戸数 組収益 労働費)財費) 純収益 純生産 益率 回資転滞本
酒周 近郊 5 1，272 678 454 594 818 46.6係 9.4 % 
岡市辺地区地 中核 9 2，347 996 715 1，351 1，632 57.5 11.9 
近山 郊間
6 966 621 365 344 600 35.6 6.9 
区 鶴 8 2，512 1，030 728 1，482 1，783 58.9 131 
岡市 中核 14 2，488 1，185 761 1，303 1 ， 7~ 52.3 10.4 
周
1，813 男。
辺地 準中核 4 810 488 1，003 ‘1，325 55.3 14.9 
222 区 山間 8 731 495 235 500 32.1 12.8 
トー
経 1ha 未満 7 423 318 139 104 283 24.6 9.5 
営
1 ha-2 ha 14 1，020 593 339 427 681 41.9 11.5 耕
地 2 ha -3 ha 13 1，882 856 565 1，025 1，317 54.5 10.7 
規
模 3 ha -4 ha 12 2，604 1，213 813 1，390 1，790 53.4 11.0 
.5JIJ 4ha 以上 8 3，545 1，487 1，035 2，057 2，509 58.0 11.8 
機 A 段階 7 3，385 1，357 1，∞5 2，028 2，380 59.9 12.4 
械
作 B 段階 28 
1，946 910 606 1，036 1，339 53.2 10.7 
体業 C 段階 7 
1，208 676 393 532 815 44.0 11.0 
ト一一ーザ
系 凶一旦ー墜 7 1，736 904 
499 832 1，237 47.9 10.8 
ト一 一一一一ト一
}JIJ E 段階 5 505 416 172 88 333 17.5 10.7 
全戸平均 54 1，876 891 576 985 1，300 52.4 11.1 
L一 ーー
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¥二部資門投下 10ア吋レ当 1 日労当働り 1 kg当り 1 kg当り 米価に占め本純収 り純部門土 部門 第 1 次 第 2 次 る第 2次
益率 地収益 報酬 生産費 生産費 生産費割合
酒周 近郊 4.3 % 34，155 501 73.9円 151.8円 102.5 % 
閉量 ト一一地 中核 6.8 45，636 3，558 58.8 120.6 81.4 
市区 山間 2.4 14，033 一1，143 91.2 197.3 133.3 
区
鶴周
近郊 7.7 46，076 4，379 56.7 115.6 78.0 
岡辺 中核 5.4 37，888 1，776 L_6空:与 137.6 92.9 
~Ij 地 準中核 8.2 38.123 -ト一 3，78一0一 621 111.6 75.4 市区 ト一一一一一
山間 4.1 16，580 1，290 96.5 154.0 104.0 
経 1 ha 未満 0.2 8，300 399 107.7 185.5 125.3 
営
耕 1 ha -2 ha 4.8 26，997 1，386 82.0 148.8 1005 「ー 一ー ー一一一ー 一一
地 2 ha -3 ha 5.8 38，258 2，167 63.1 132.3 89.4 
規
3ha-4ha 5.9 38，713 2，206 65.0 132.3 89.4 模
5.lIJ 4ha 以上 6.8 43.194 3，485 58.1 121.3 82 
「一一一
機 A 段 階 7.4 46，824 4，547 55.3 114.6 L~ 
械作 B 段 階 5.7 37，331 2，049 65.1 134.6 90.9 
業体 C 段 階 4.8 27，845 1，378 78.9 147.1 99.4 
系 D 段 階 5.1 33，602 1，627 73.1 141.6 95.6 
5J1j E 段 階 1.8 3，394 545 187.5 187.5 126.6 
全 戸 平 均 5.8 36，994 2，163 66.3 133.1 89.9 
表 18.10a当り部門経営資源と部門組収益 (金額単位:円)
¥¥¥ 農戸数家 田
部門投下労働 固 定 資 本
家族 履用 計 土地 連物 大農具 計
酒周 近郊 5 154 7・6 O ・4 8・u 801，039 42，551 28，495 872，085 
地 国市地辺区 中絞 9 1275 5・7 5・i 648，525 33.898 21.048 703，472 
山間 6 220 6・3 0・1 6・4 600，000 9，507 14，326 623，833 
区 鶴周 近郊 8 292 5・7 5・7 590，133 38，260 18，421 646，813 
関市電区
中核 14 312 7・Z 0・3 7・4 695，810 37，632 25，199 758，642 
5.lIJ 準中核 4 252 6・4 0・b 6・9 450，446 9，987 14，301 474，734 
山間 8 102 1・5 1・5 438，664 84，445 27，922 551，031 
自経高地銀
1 ha 未満 7 62 15・白 0・Z 16・0 561，290 129，638 18，924 709，852 
1 ha-2 ha 14 142 9・6 0・3 9・9 567，077 26，154 22，766 615，997 
2 ha-3 ha 13 243 6."( 6・i 650，855 43，836 20，639 715，330 
3 ha-4 ha 12 332 6・6 0・1 6・7 655，861 28，342 21，186 705，389 
4 ha 以上 8 443 5・2 0・J 5・5 621，840 28，863 22，622 673，324 
A 段階 7 402 4・9 4・9 608.173 30，772 27，500 666，445 
B 段階 28 256 6・5 0・1 6・6 649，756 29，923 19，082 698，761 
C 段階 7 168 8・8 O ・4 9・2 582，143 46，003 15，502 643，648 
D 段階 7 221 9・1 0・7 9・8 653，394 39，485 27，658 720，537 
E 段階 5 80 17・0 17・O 448，750 114，195 20，160 583，105 
全戸平均 54 244 6・9 0・2 7・1 625，664 35，a59 21，497 682，220 
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¥¥¥¥¥¥ 流動 部門投下 総生 所得的収入 家計 経事漫品拘あ部 粗収益資本 資本額 産量 数量 価額 仕向額
沼周 近郊 9，461 881，546 566 522 76，247 6.401 2.263 82.648! 
地 国辺 中核 8.567 712ρ39 577 545 80.700 2.307 85，365， 地 4，665 
市区 山間 6.021 629.853 297 259 38，350 1，187 43.934 5，584 
区 鶴 近郊 8.357 655.171 581 548 81，168 
4，866 2.325 86.035 
岡市 中間 7，861 766βω 539 507 75，ω5 
4.768 2156 79，772 周
思IJ 辺 準中間 6，744 481.478 486 448 66，255 
5，727 1，945 71.982 地
区 山間 5，671 556，702 484 395 58，503 
1:¥.192 1，935 71.696 
lha 未満 6.247 716，099 460 343 50，803 
17，438 1.842 68.241 経 ト一一
営 1 ha-2 ha 7，792 623，789 485 426 63，147 
8，743 1.942 71.890 耕
地 2ha-3 ha 7.503 722，833 525 4ω 72，302 
5，153 2101 77.455 規一
模 3 ha-4 ha 8，313 713，702 530 
iJlj 
497 73，540 
4，915 2.120 78.456 
4 ha 以上 7，533 680.857 541 518 76，706 
3.320 2.163 80，027 
A 段階 7.740 674，185 569 542 80，200 
3，929 2，276 84.218 機
械 B 段階 8.072 706，833 514 479 70β30 
5.195 2，058 76，025 作 トー岨
業 C 段階 8，067 651.715 486 
体
440 65，193 
6.737 1，943 71，930 
系 D 段階 6.657 727，193 531 4fi 72，334 
6.257 
2，124 78，591 
思Ij
E 段階 5，737 588.842 426 314 46，522 
16，700 1，704 63，222 
全 戸平均 7.720 689.940 520 483 ，1 71.404 
5，508 2.080 76，912 
表 19. 10 a当り部門経営成果
¥ 
¥¥¥j1 農戸数家 (事矧鰭動費l) 部粗収益門 経(物営財費費E) 部門 部門純収益 純生産
酒席 近郊| 154 82β48 44，065 29，505 38.583 53，143 
地 田辺地 中核
275 99.895 36.235 26ρ16 49，130 59.349 
山間 220 43，934 28.259 16，622 15，675 27，312 
近郊 292 86，035 35，277 24.955 50.758 61.079 
中核 312 79.772 37.996 24.404 41.777 55，369 
準中核 252 71.982 32.151 19.399 39.830 52.583 
山間 102 71.696 48.623 21.848 23.073 49，848 
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¥¥¥¥¥ 農家戸数 粗部収益門 Cf経労5財営働費費費+I、) 経営費E 部門 部純生門産(物財費) 純収益
トー トー…一一一一一一一一
1 ha 未満 62 68，241 
経
51，427 22，489 16，814 45，752 
1 ha -Q ha 142 71，890 41，774 23，914 30，116 47，97fi 
規模別地
2ha-3 ha 243 77，455 35，238 23，255 42，217 54，199 
3ha、4ha 332 78，456 36，561 24，518 41，895 53，938 
4ha 以上 443 80，208 33，587 23，385 46，545 56，642 
機
A 段階 402 84，218 33，762 25，002 50，456 59，216 
械作 B 段階 256 76，025 35，554 23，693 40，471 52，328 
ま C 段階 168 71，930 40，258 23，401 31，672 48，529 
系別 D 段階 221 78，591 40，930 22，595 37，661 55，997 
E 段階 80 63，222 52，122 21，576 11，100 41，646 
全戸平均 244 76，912 36，534 23，628 40，378 53，284 
部門純収益は，全戸平均で 985，230円を得ている.これは部門経営体を部門経営地と部
門資本財からなる部門経営要素の自己完了的永続的組織体とみて，それから湧出する生産
要素の機能に対して支払われる残余収益である.これは10a当り部門純収益の効率要因指
標で表わせば40，378円，それに要した10a当り部門経営費(物財費+労働費目経営集約厨
が23，628円， 10 a当り投下労働日数(労働集約度)が 7.1日である.それによって10a当
り部門粗収益が76，912円得られたことによる成果である.部門純収益を部門投下資本と効
率要因指標として表わした部門投下資本純収益率は 5.8係である.これは農業投下資本純
l収益率 4.5%より1.3%高く，稲作部門においてそれだけ資本効率が高められている.
部門投下資本収益率は次のような要因指標に分けられる.
部門投下資本純収益率=部門純収益率×部門資本回転率
一資本純収税.部門料収諮
一部門粗収益' 部門投下資本
_1咽 経営費(費用合計)L "部門粗収益
- t ~ 部門粗収益 s^部門投下資本
11 1 、却問組収主主= t 1一生産量×単価×費町×部門投下資本
~ ¥ ¥ ¥ 
生産性分析ー① 販売分析 ¥原価分析ー費用引下げ
肥料(労働)効率 II販売単価 I I生産原価(費用合計)
I I販売方法 I I流動物財費
肥料(労働〉受容力II販売先(自由流通米)I I 種子代，肥料，農薬，党熱， etc 
I I販売時期 I I閤定物財費(減価償却費)
灘排水土地基盤 II品 質 I I 機械，施設，建物，設備，内容
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(水田作付頭積 or施設機械実利用量¥
水田作付可能面積 or施設・機械利用可能量)x (水田作付面積
固定資産 十流動資産(=自己資本+負債)
、/ 米生産量 、ィて土¥
or施設機械実利用量)x( 回且 )x単価 ¥ j k水田作付面積 or施設機械実利用量ノハ平山 1 
固定資産 十流動資産(=自己資本十負債.2 ) 
f 一一~. ;c-一一一一一/
操業度分析 f土地利用度 1 財務の安定 I自己資本比率 l 生産性分析ー@
(施設利用度)J機械施設利用率| 性分析 i間定資産構成比率
|固定資本集約度固定比率
l資本装備率 1設備投資安全率
流動比率
支払利息
小作料比率
とのように部門経営成果としての部門純収益は総合的な効率要因指標としての部門投下
資本純収益率を媒介して，諸要因分析によって，部門純収益力を朗らかにする.分析は，生産性
①@，操業度，原価，販売と財務の安定性分析から構成される.各要因分析は相互に規定しな
が后，部門純収益力の要因聞の因果関係を明らかにする.調査農家の計測結果に基づいて
それらの諸要因を検討する.
(U) 部門投下資本純収益率と要因
要因分析は3つの側面から行われる.それは地帯別，経営耕地規模別，そして稲作機械
作業体系別要悶分析である.稲作械作業体系別段階区分は次の通りである.
A:最も発達した段階であってp いわゆる稲作機械化ー賞作業体系と言われている
段階である.cトラクター，田植機，自脱型コンパイン，乾燥機〕
B .現在，最も普及した段階である.
〔トラクター(or耕転機)，回線機，パインダー，ハーベスター〕
c : C トラグタ~ (or耕転機)，田植機，パインダー，脱穀機〕
D : C耕転機(トラクター)，手植，パイ γダー，脱穀機〕
E :;最も遅れている段階で昭和30年代まで普遍的に存在した，いわゆる小農技術一
巡といわれ，経営耕地規模聞の平準化が連せられたといわれた時期の段階であ
る. C耕転機，手植，手メIj，脱穀機〕
先ず，部門経営成果としての部門純収益は地帯別では，中核地帯，市街地近辺，農山村
1慣に低下するが，これを10a当り部門純収益でみると，茅原，平京田の市街地近辺が最も
高く，中核地帯，田村の市街地近辺，農山村と低下する.部門投下資本純収益率も10a当
り部門純収益と同様の傾向である.経営耕地規模別部門純収益は経営耕地規模の大きいほ
ど高いことは勿論であるが， 10a当り部門純収益も経営耕地規模の大きいほど高い.また
部門投下資本純収益率も経営耕地規模が大きいほど， 0.2%， 4.8 %， 5.8φ5.9 %， 
6.8 %と高く資本収益力が増大する.稲作部門機械作業体系別部門純収益は.A段階が最
も高しそれに次い'-C;'， B， D， C， Eと作業が手労働に依存する段階ほど低くなる.こ
れは10a当り部門純収益でも高度に発達した段階ほど高い.部門投下資本純収益率はA-
7.4 %， B -5.7 %， D -5.1係， C-4.8 %，そしてD-1.8 %と機械作業体系として
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確立しているほど高い資本収益力をあげている.
次ぎに，か Lる部門投下資本純収益率を得た要因を検討する.
部門投下資本純収益率の構成要因指標である部門純収益率と部門資本回転率は，地帯別，
経営耕地規模別，機械作業体系別のいずれにおいても，部門投下資本純収益率の高いほど，
二つの構成要因指標がともに高くなる関係が明らかにうかがえることである.そこで，そ
れらの要因を更に検討するため，先ず生産性分析(lOa当り収益，肥料単位当り収量，肥
料許容力，乾聞か湿田かの土地基盤整備の状況)，操業度分析，原価分析，そして財務の
安定性分析を行う.それを各分析で用いている代表的な指標から考察する.
生産性分析での10a当り収量は全戸平均で 520kgである.これを集落男1]，経営耕地規模
別，機械作業別で考察すると部門投下資本純収益率と 2つの構成要因指標が高い程，高い
土地の物的生産性をあげている.つまり，土地物的生産性が資本純収主主率の高さを規定す
る重要な要因である.そこで先ず9 土地の物的生産性の内容を朗らかにするために，それ
を次のように分解する.
肥料費要因関係
土地の物的生産性=肥料効率×肥料集約度 or肥料許容カ
{ (10 a当り収量)= (肥料費 1，000円当り収量)x (10当り肥料費)} 
こLで肥料をとりあけ.たのは，物財費の中で最も収量に影響しているとみられるからで
ある.
労働量要因関係，
また，土地物的生産性=労働効率×労働集約度
( 10 a当り収量) = (労働1日当り収量)x(IOa当り労働日数)
で表わされ;る.これは，生産性分析のみではなく，原価分析と操業度分析とのかLわり
合いで表わされ，分析が行われる.
土地物的生産性は，全戸平均で水稲10a当り平均収量 520切である.これは，昭和47年
産農林省、作況調査の庄内地方平均収量が516klであるので，それより若干高いが，山形県
平均収量529kgには及ばない.肥料効率を示す肥料費 1，∞0円当り収量は 105.5kgであり，
肥料集約度(=肥料許容力)を示す10a当り肥料費は 4，928円である.とれは農林省、米生
産費調査山形県の 113戸平均の10a当り肥料費 4，690円より高い.肥料費は米生産費調査
では，年々減少している.特に最近の減少が著しい.これは労働力不足や，出稼ぎ労働に
流出していくため，秋労働時間の節約により，自給肥料の給源である藁の焼却が行われて
いることが反映しているとおもわれる.
土地の物的生産性を投下労働力との関連で考察すると，労働効率を示す部門投下労働 1
日当り収量は 73.3切である.労働集約度も労働許容カを示す10a当り労働日数は 7.1日で
ある.米生産費調査庄内地方29戸平均では日(8時間)当り収量 528k伴=53.5旬
10a当り労働日数 29・0/'8=9.9日であるから，労働妓障では高いが，労働集約度は低い.
とれは調査農家54戸の機械作業水準が，米生産費調査農家29.戸よりも高いこと，つまりハ
ーベスター，自脱型コンパイン段階農家が多く，1Oa当り投下労働日数を節約していること
によるとおもわれる.
次ぎに地帯，経営耕地規模，機械作業体系別に検討する.肥料費要因関係では，肥料効
率は中核地帯ほど，経営耕地規模大なるほど，機械作業体系が高度化するほど高いが，肥
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料集約度(=肥料許容力)は地帯，経営耕地規模，そして機械作業体系内で差異はなく，
一定である.従って，土地物的生産性は肥料集約度よりは肥料効率に強〈規定されている.
これは，中核地帯，経営耕地規模の大きい農家，機械作業体系の高度化している農家にお
ける，施肥量よりも，むしろ肥料効率の高さに規定されているように，分施技術の向上な
ど施肥方法が土地物的生産性を高める重要な要因になっているものと考察される.労働量
要因関係では，労働効率は，中核地帯ほど，経営耕地規模大なるほど，機械作業体系が高
度化するほど高くなる.他方，労働集約度(=労働許容力)は逆に中核地帯ほど，経営耕
地規模大なるほど，機械作業体系が高度化するほど低くなる.これは，また中核地帯ほど，
経営耕地規模大なるほど，機械作業体系が高度化するために，それだけlOa当り労働量が
節約され，労働集約度が低下しても，労働力の質が同時に高められている.そしてまた，
それだけ労働 1日当り収量が飛躍的に増大して，労働効率が高まるということが究明され
る.従って，資本純収益率は土地の物的生産性に規定されると同時に，機械作業体系の高
度化による，労働節約が物財費と労働費からなる経営費のなかの労働費を低下させること
によって，それに代替する物欄の酬をわずかなものにして，費用率(zA鵠ず)
一車白血血益ー ま革命卦趨 部門粗収益ノ
を低下させる.それが抑制収益率(一帯構龍一 1一誠量詰)を増大させること
になり，結局，部門役下資本純収益率を高めることになっている.
次に土地の物的生産性は灘排水施設，区画などの土地基盤整備条件に強く規制される.
勿論，水稲作栽培に適合した自然的条件が決定的要因ではある.しかし，庄内平野が従来，
!日本楯村を中心とする酒田市周辺が， 旧平京田村，旧大泉村を中心とする鶴岡市周辺よりも
高収量であったが，土地基盤整備条件の進行，分施技術の進歩，間断滅水などによって，
地力の平準化傾向が強められている.水稲作の単位当り収量にとっての自然的豊沃度は重
視しなければならないが，今日的g部皆では土地基盤猿備に対する土地資本投資をより重視
しなければならない.調査農家でも酒田市周辺地区が鶴岡市周辺地区より若干高いとみら
れる.しかしその差は僅少である.
土地基盤整備条件を調査農家について調べている.それは圃場までの距離，滋瓶水利の
良不良，土性，土質(酸度). f乍土の深さ，肥沃度，車付け 1枚の平均面積，圃場毎の
病虫害などの生産阻害要因，その他最近の土地改良事情として， 区画整理，水利施設，農
道，畦畔改良，客土，深耕事業などの実施の有無と時期などである.
調査農家についてみると，稲作中核平担地帯ほど，経営耕地規模の大きい集落ほど，機
械作業体系の進んでいる集落ほど，土地基盤整備条件が充実 していることである.
農山村でも積極的に土地基盤整備が進められている.倉沢，下黒川は完成している時期
である.下黒川はそのため，昭和47年では収量は平年の 6-8割に減収しているが，今後
収量が回復することが期待されていると同時に，区画整理が行われ，労働力の流出する過
程で，稲作収量の維持増大を前提として，新しい機械作業体系の導入の動きがみられる
だけに，それだけ部門投下資本純収益率の増大を望むことができるとおもわれる.
(表 20.21.22.23，24参照)
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表 20. 経営耕地規模別機械利用効率
¥¥ 農戸数家 大農機具 大農機具 用大匂震融酬を機収益具塁利率〉 機械体系投資額 利用純収益 AIBICIDIE 
1 ha 未 満 7 117，329 -133.490 -113.8 O 1 1 2 3 
1 ha -2 ha 14 323.273 - 41，747 - 12.9 O 6 4 2 2 
2ha-3ha 13 501，524 -16.fi7，431 32.0 o ! 11 1 1 O 
3ha-4ha 12 703;387 126，369 18.0 3 8 1 I 0 O 
4 ha 以上 8 1，002，140 453.506 45.3 4 2 0 2 。
i口L 5十 54 524，531 88，179 16.8 7 ; 28 7 I 7 i 5 
A……・・トラクター，田植機，自脱型コンパイン，乾燥機
B..・H ・-トラクター(耕転機 ).田植機， パインダー，ハーベスタ ，ー
C....・H ・-トラクター，田植機，パインダー，脱穀機
D....・H ・耕転機(ト ラクター) 手植， パイ ンダー，脱穀機，
E..・H ・-耕転機，手植，手刈，脱穀機
表 21.機械作業体系別機械利用効率
¥ 大農機 具 大農機具農家戸数 投資額 利用純収益
A 7 1， 105， 493 598，493 
B 28 488， 503 67，700 
C 7 260，430 - 55.775 
D 7 611，249 - 17，971 
E 5 161，280 -161，424 
合計 54 524，531 88，179 
表 22. B段階機械作業体系経営耕地規模別機械利用効率
¥ 大農機 具 大農機具農家戸数 投資額 利用純収益
1 ha未満 1 O -90，759 
1ha -2ha 5 346，412 41， 578 
2ha -3ha 10 531， 685 187， 520 
3ha -4ha 6 697， 983 94，223 
4 ha以上 2 616，575 631，974 
合計 24 519，582 159，234 
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大差是 機率具
利用機純械収益
利用
(投資効率)
54.1 
13.9 
21. 4 
- 2.9 
-100.1 
16. 8 
大農機 具
利機用純械利収益用率
(投資効率)
O 
12. 0 
35.3 
13. 5 
102.5 
30.7 
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表23. B段階機械体系稲作部門成果
¥lj 組収益 経常費 純生産額 部門純語費用合 収益率計(1)} ( @財費) ①収-益g ①一@口 ④/① ① @ @ XIOO 
XIOO 
1 ha 未満 1 177，620 163.822 78，622 13.798 98，998 7.8 9.3 
1ha-2ha 5 1，301.067 656.690 439，790 644.377 861，277 49.5 11.5 
2 ha -3 ha 10 2ρ67，581 902，990 612，776 1，64，591 1，454.805 56.3 1.3 
3 ha -4 ha 6 2，774.573 1，320，107 840，854 1，454.466 1，933.719 52.4 10.9 
4 ha 以上 2 3.334816 1，364，701 983.821 1，970，115 2.350，995 59.1 13.4 
ム口 計 24 2，111，493 963.634 642，421 1，147，859 1，469，072 54.4 11.4 
¥ 部資本門純投下収
10アール当 1日当り
副第1産1k次g物生当差産引費り 副第1産2K差保9噛第主当差産2引費り次
米価に占
リ部門土地 報部門労働酬 め生る第産 2 
益0/部率門
純収益 次費
④資水ー田本資面利本積財子
@資材|庁 副差第 1次 割合
投下資本 投下労働 生産費用 生産費用 同友/148
X 100 日数 総生産量 総生産量 X 100 
1 ha未満 0.7 -1，380 -126 132. 5 211，7 143.0 
1 ha -2ha 5.7 39，884 1，987 70. 7 140.4 94.9 
2ha -3ha 6.4 43.063 2，782 60.4 125.6 84.9 
3凶 -4ha 5.7 40，573 2，018 66.4 134.3 90. 7 
4 ha以上 7.9 40.412 4，626 56.6 112.8 76;2 
合計 6.2 41，264 2，537 63.4 129.0 87.2 
註) 資本財資本利子=(部門投下資本一土地資本)X 0.055 
投下資本利子=部門投下資本X 0.055 
副産物差引第 1次生産費用=費用合計(1)一副産物経営内部仕向
副産物差引第2次生産費用=費用合計(2)一副産物経営内部仕向
表 24. B段階機械作業体系稲作部門分析
投下労働日数
家族 IJ雇用 l計¥¥ 
農家
戸数 国
1 ha未満 20 34 10 44 1，600，000 273、048
1ha -2ha I 5 150 120¥5 ! 0 
161.2 I 0 
261. 9 I 3.3 
211.6 I 0 
??????
?
?
??
???
?
?
?
?
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? ?
?
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?
? ?
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?
?
?
?
?
?
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?
? ?
?
?
????
?
? ???
?
ヮ
?
????? ?
?
?
?
?
??
?
，?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
とごい: 248 329 
4 ha以上 2 467 
合計 24 257 176.8 1.3 178. 1 I 16，906，042 852β92 
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¥¥¥ ¥ 固定資本 流動資本 計 償却
大農具 計 (部門投下資本)
1 ha 未満 O 1，873.048 27，983 1，901ρ31 17，856 
1 ha -2 ha 346，412 11-.151，269 155，131 11，306，400 94，368 
2 ha -3 ha 531，685 18，098，984 197，620 18，296β04 161，425 
3 ha -4 ha 697，983 25，148，860 280，810 25，429，670 204，255 
4 ha 以上 616，575 24.585，992 360，425 24，946，417 172，852 
メ口>. 計 519，582 18，278日6 216，064 18，494，580 153.132 
機械作業体系の高度化がどのように機械の収益力を高めているかを検討する.それは経
営耕地規模と機械作業体系別の 2つの側面から考察する.先ず，大農機具投資額に対する
大農機具利用純収益の割合である大差是機具利用純収益率(=機械利用投資効率)は全戸平
均で 16.8係である.農業近代化資金によって融資を受けて機械を導入し利用するとすれば，
その利子率が 6"/;であるので，十分引き合うことがわかる.経営耕地規模別のそれは 1ha 
未満農家はー 113.8係， 1 -2ha未満農家ー 12.9"/;で機械を導入して利用することは欠
損をまねし 2-3ha未満農家は 32.0φ ，3 -4 ha未満農家は18"/;，4 ha以上袋家は45.3
φと極めて高い機械利用収益力を実現している.これらの経営耕地規模農家内の機械作業
体系をみると経営耕地規模の大きい農家ほどA段階の機械作業体系が導入されている.そ
れは自脱型コンパインを導入している A段階では 54.1係と圧倒的な高さである.ハー
ベスターを導入しているB脚皆では13.9批 A邸皆にぬ、でいる.その他B，CとD騨皆は負値を示し
機械利用効率が極めて悪い.なおB段階は調査農家の 51.9"/;と過半数の農家の機械作
業体系である.これはまた，圧内平野全体でも最も広汎に普及している体系である.この
B邸皆機械作業体系の機械利用純収益率を経営耕地規模別に検討する. 1 ha未満農家は，
零で全く収益力がなく， 1 -2 ha粛筒農家は 12.0係. 2 -3 ha未満農家 35.3"/;，3 -4 ha 
未満農家は 13.5"/;. 4 ha以上農家は 102.5係と著 しく高いことである.これは経営耕地規
模が拡大するにともなって，機械費用の一定費部分の節約がはかられているからである.
それはまた，機械共同利用を中心とする集団的生産組織が比較的経営耕地規模の大きし稲
作中核地帯を中心に結成されていることが，ますます経営耕地規模の大きい農家の機械利
用純収益率を高めている.(表26参照〉
Oij)土地及び労働力利用効率並びに経済性
部門投下資本純収益率は経営此湾要因に分解して検討する.更に，資本純収益率を構成
する部門投下資本額を各経営要素別に分割し，それぞれの経営要素から湧出する生産要素
の機能に対する残余収益を考察することによっても検討することができる.機械資本につ
いては既に検討しているので土地に対する収益力と労賃資本=投下労働に対する収載力に
ついて検討し，最後に米の商品生産における供給力即ち経済性を示す米生産費について考
察する.
先ず. 10a当り部門土地純収益は，全戸平均で 36，994円である.これを利子率 5.5"/; 
で収益還元地価で表わすと 672，618円になる.各市町村の農業委員会調べの昭和47年水田
評価基準は 43-80万円にある.その中央値は70万円前後であることから，水田評価基準
に見合う収益還元制面といえる.集落別土地収益力では，朝日村調査農家の10a当り土地
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純収益 16，580円，収益還元地価 301，454円であり，水田評価基準は下回25万円，中間43
-45万円，上回 55-60万円であるから，中・下回の評価基準値に見合う収益力である.
鶴岡市調査農家の10a当り土地純収益では大谷は 38，123円，収益地価 693，145円で上回
評価基準60万より高い.茅原は 43，811円，収益地価 796，564円で上回評価基準80円，収
益地価 796，fi4円で上回評価基準80万円よりやL低い.平京田は 49，892円，収益地価 907，
127円で上回評価基準65万円をはるかに上廻っている.藤島町調査農家新屋敷は 35，731円，
収益地価 649，655円で上回評価基準65万円にほど等しい.三川町調査農家小尺と菱沼はそ
れぞれ 38，904円と38，401円，紋益地価 707，345円と 698，200円で上回評価基準75万円より
低いが下回評価基準55万より高い.酒田市調査農家のなかで田村の10a当り土地純収益は
34，155円，収益地価 621，0ω円で下回評価基準70万円より低い.福島は46，340円，収益地
価 843.455円で，上回評価基準70万円より高い.小牧は44，943円，収益地価 817，145円で
上回評価基準80万円より若干高い.下黒川，青沢の両集落の10a当り土地収益は14，033円，
収益地価 255，145円で，八幡町の評価基準60万円をはるかに下廻る.これは下黒川集落が
土地基盤整備をした直後で，収量の減収が反映している.
これらの収益地価は各集落を代表するとは必ずしもいえなく，調査農家の範間内におい
て，そのように収益地価が形成されている.
各集落において，収益地価と評価基準の関係から，それらの農家が経営耕地規模を拡大
するには，現実に評価基準で水田が売買するとすれば，上・中・下回に区分された範囲で，
経営耕地規模の拡大ができる.ゑ繭，収益地価が評価基準以下であれば，経営耕地規模を
拡大することはできない.経営耕地規模別10a当り土地純収益は経営耕地規模大なるほど
高くなり，収益地価もそれに応じて高く形成される.即ち， 1ha未満では 8，3∞円で極め
て低く上向発展は全くできない.1 -2ha未満農家は26，997円で収益地価 490，854円で経
営耕地規模肱大は極めて困難である. 2 -3 ha未満農家は38，258円で，収益地価は695，600)
円， 3 -4 ha未満農家は38，713円で収益地価は 703.873円，この両規模農家は上・中田を
購入することができる範囲内で，経営耕地規模の肱大ができる. 4 ha 以上農家は43.194円
で，収益地価 785，345円であるから上回を購入してまでも経営耕地規模拡大ができる.機
械作業体系別土地収益力ではA段階の10a当り土地純収益は46，824円で収益地価 851，345 
円，その水田面積は平均 402aであるので経営耕地規模の大きい農家で，機械作業体系が高
度化していることほど，それだけ経営耕地規模拡大を極めて容易にする. B段階では 37，
331円で収益地価 678，745円と機械作業体系が低次になるほど低下する.従って，それだ
け経営耕地規模拡大ができなくなる.
経営耕地規模拡大の要因として，既に前項で明らかにしたように，肥培管理技術の向上，
稲作機械体系の高度化，集団的生産組織の利用度が高いほど， (表26参照)，経営耕地規
表 26 作業別集団的生産組織利用農家率
¥¥¥ ¥¥、 農戸家数 耕転 育苗商代 回締 防除 収穫 5十
1 ha未満 7 42.9 57.1 57.1 57.1 O 42.9 
lha -2ha 14 42目9 64.3 6 4.3 64.3 2 1.4 5 1.4 
2ha -3ha 13 23.1 23.1 23.1 84.6 38.5 38.5 
3ha -4ha 12 58.3 58.3 50.0 66.7 33.3 533 
400 以上 8 75.0 37.5 50.0 50.0 37.5 50.0 
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¥¥¥ 農戸家数 耕転 育苗苗代 田植 防除 収穫 計
A 7 42.9 28.6 28.6 57.1 28.6 3 7.1 
B 28 75.0 82.1 82.1 85.7 39.3 72.9 
卜一一一一一一 十一 一一一一一
C 7 57.1 71.4 7 1.4 7 1.4 2 8β 60.0 
D 7 O O 14.3 57.1 O 14.3 
E 5 20 20 20 ;， 20 O 1 6.0 
トー 一一
計 54 53.7 57.4 59.3 70.4 27.8 53.7 
模の大きい農家ほど，一定費が分散することによってその利用効率が限界まで高められて，
有利に展開していることがあげられる.
次に，労働収益力を示す1日当り部門労働報酬は，全戸平均で 2，163円である.これは
昭和47年米生産費調査の山形県平均 3.252:円より低い.これは，地代評価額がlOa当り
10，455円と，調査農家のそれの34，411円より極めて低く評価されていることが大きく反映
している.地帯別では，稲作中核地帯ほど，経営耕地規模別では，経営耕地規模の大なる
ほど，機械作業体系別ではそれが高度化しているほど，高い労働収益力をあげている.稲
作中核地帯が高いのは経営耕地規模の大きい農家が多く，しかも，機械作業体系の高度化
している農家が多いことが影響している.
第3に，稲作部門経営で生ggされた米の商品生産としての供給力をそしてまた経済性を
示す米生産費について検討する.全戸平均において 1匂当り第1次生産費は66.3円，そ
れに資本利子，地代を加算した第2次生産費は 133.1円である.それが米生産者価格 11¥9
当り 148円に占める第2次生産費の割合は89.9%である.これは，米生産者価格よりも低
く生産され，企業利潤を発生させるほどの高い供給力と高い経済性が実現していることを
意味する.米生産費の原価を構成する各費4目の大きさについてみると，第 I次生産費の費
用合計10a当り 36，534門官 100%とし，そのうち物財費が64.7婦で労働費が35.3%である.
物財費のなかでは変動費が32係，固定費が32.7%と半分ずつになっている.変動費目のう
ち肥料費が13.5%と最も高いが，閤定費目の大農機具費(減価償却費)18%には及ばない.
第2次生産費総額でt主地代見積額が44.2%を占めている.従って費用合計は51.2係に低下
する.地帯別では，稲作中核地帯ほど，経営耕地規模の大なるほど，機械体系の高度化し
ているほど，第1次生産費，第2次生産費，米価に占める第2次生産費の割合で示される
供給力と経済性が高められている.米生産費の原価構成では費用合計を 100とすると，物
財費と労働費の割合の変化は，稲作中核地帯ほど，経営耕地規模大なるほど，また機械作
業体系が高度化するほど，労働費が低下し，物財費の割合が増大する.その物財費のなか
では変動費と固定費の割合がほx一定のま L増大している.変動費のなかでは肥料費と農
薬費が増加し，固定費では建物費が減少しているのに反して，大農機具は増加している.
とれは.経営耕地規模大なるほど建物の施設の利用効率が高められていることと同時に，
労働に代替して増加した農機具は労働費の減少額を下廻わる増加額であるために，既に考
察したように.農機具の利用収益力をますます増加させていることが確認できる.労働費
のなかの内容を労働作業別労働量で検討する.稲作投下労働臼数は 71日である.減少す
る労働作業は耕転，回植と収穫である.とれは，稲作中核地帯ほど，経営耕地規模大なる
ほど，機械作業体系の高度化するほど大巾に減少している.それに応じて既に考察したよ
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うに労働純収益力が増加していることである.これらの聞にはまた稲作中核地帯ほど経営
耕地規模が大きしその上，土地基盤が整備されているために，機械作業体系が高度化す
ることを要(カナメ)として労働力純収益力=1日当り労働報酬を増加させ，そして部門
資本純収主主率を高めるととになり，終局的には，稲作部門経営純収益を増大させていると
いう困果関係が認められる.そして，それはまた，外部に対しても，米価に占める第2次
生産費割合を低くめて，供給力と経済性を高めることになっているととである.
~V)稲作部門経営間生産関数分析
生産関数分析によって，稲作部門経営の生産諸要素構造とそれらの機能を確かめ，経営
規模拡大の可能性を検討する.生産関数はDouglas型生産関数(指数関数)である. (表
25参照)
表 25 水稲作経営間生産関数計測
昭和47年調査農家
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¥¥¥¥ 乎方和 も由不備の散 分散比 ¥¥¥ 平方和 号P不偏分散 分散比
回 帰 6.04497 4 1.51124 153.61919 回 帰 6.08274 41 1.52068 167.72066 
誤 差 0.48204 49 0.00983 誤 産 0.44427 49 0.00906 
総 和 6.52701 53 総 和 6.52701 53 
¥¥¥ 平均 生産弾 儒生産艮界力 性生傍産劉弾2) 偏限界 労偏替働袈率界と(代の1) 矧動との生産力 性係劉1) 生産力 偏替限率界(代2) 
水田面積 244 a 7，691，221 0.34020 2，615，553 0.26034 2，002.332 0.91987 0.72746 
労働日数 173日10，847，734 0.26212 2，843.408 0.25374 2，752，504 
固定財資本 1，379，974 1，360 0.12807 0.174 0.00006 
流動財資本 188，368 9，963 0.52840 5，264 0.53155 5，296 0.00185 0.00192 
減価償却費 149，032 12，592 0.20427 2，572 0.00093 
粗収益 1，876，658
それは，各生産要素の生産弾性値，偏限界収益力と要素間限界代替率によって稲作部門
経営の構造と機能を確め，生産機性係数の和の大きさによ叶て経営規模拡大の可能性を検
討することである.
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生産要素は水田作付面積，部門投下労働日数v 部門投下固定財資本と部門投下流動財資
本の 4つの投入生産要素からなる。産出は部門粗収益である.なお，部門投下固定財資本
のストック要因に代わって，減価償却費のフロー要因を入れた2つの生産関数模型を計測
している.
第 1に，偏生産弾性係数は模型ー Iにおいては水図面積は 0.3402%つまり水悶面積1% 
の増加は部門粗収益を 0.3402%だけ増加させる.労働日数は 0.26212，固定財資本は，
0.12807，流動財資本は 0.5284である. とれは流動財資本が最も高い偏生産部性係数を示
し，それについで水田面積，労働日数そして固定財資本の1聞に低くなっていることがわか
る.模型-Dにおいては模型一Iに比較して，間定財資本に代替した減価償却費の儒生産
弾性係数が固定財資本よりも高しこれは固定財資本ストツグよりも減価償却費フローが
より直接的に部門粗収益に対して生産力効果をもっているととを示している.その他，模
型-nは模型一 Iに比較して，水図面積と労働日数のそれが減少し，流動財資本がわずか
に増加している.
第 2に，偏限界生産力では，模型一 Iにおいて，水田面積が 1a当り 2，615円である.
これは他の労働日数，固定財資本，流動財資本を一定にしておいて，水田面積のみを1a 
だけ橋加させる ζ とによって得られる生産力(=部門粗収益)の附加的増分が 2，615円で
あることを意味する.労働日数は 1日当り 2，843円，固定財資本額1円当り O目 174円，そ
して流動財資本額 1円当り 5.2円である.模型-nにおいては，偏生産弾性係数の関係で
各生産要素の偏限界生産力は模型一 Iのそれと少し異なっている.模型-sにおける水図
面積1a当り 2，002円，労働日数 1日当り 2，752円，流動財資本額1円当り 5.3円，減価
償却費1円当り 2.6円である.水稲部門の残余収益として求めた10a当り残余土地純収益
が36，994円 1a当り 3，699.4円であれ偏限界生産力が 2，002円-2，615円であるから，
その差は 1，000円強の聞きがあって，土地の偏限界生産力の方が低い.労働 1日当り残余
労働報酬は 2，163円であり偏限界生産力が 2，752円-2，843円であるから，その差 582-
680円の開きがあって，労働の偏限界生産力の方が高くなっている.これは土地収益力は
残余収益より低く評価され，労働収益力は残余収益より高く評価する方が実情をより正確
に説明することになる.なお，これらの生産関数で用いた各生産要素によって，部門粗収
益は，模型ー Iで寄与率が92.6%，模型-Dで93.9φであるから，ほとんど，とれらの各
生産要素によって部門粗収益が説明されつくされることを意味する.その信頼度も極めて
高くたっ.ている.
第 3に，労働が資本財とくに機械投資によってきわめて有利に代替されている.これは
既に部門投下資本純収益率を高めていることによって明らかにされた.そこで生産関数か
ら，労働と他の生産要素との偏限界代替率を求める.労働の土地に対する偏限界代替率は
模型ー Iにおいては 0.91987である.これは労働の傭限界生産力が1円増加すると土地の
偏限界生産力が0.92円ほど減少することを意味する.減少するわけは，労働と土地の偏生
産弾性係数の和が0.60232と1より小さいからである.とれは，また，労働と土地を両軸
として図示すれば，二つの生産要素によって得られる等生産量(=等部門粗収益)曲線
は原点に対して凸状をなす。労働の固定財資本に対する偏限界代替率は 0.0006である. と
れは労働の偏限界生産力 I円の増加は固定財資本の偏限界生産力0.0006円の減少となるこ
とを意味する.労働の流動財資本に対する儒限界代替率は0.00185で，労働の偏限界生産力
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1円の増加は流動財資本の偏限界生産力0.00185円の減少となる.流動防資本の方が囲定
財資本よりも労働に対して相対的に著しく減少する.また模型-llでも同様の傾向がうか
どわれる.労働の減価償却費に対する偏限界代替率は0.00092である.労働の他の生産要
素に対する偏限界代替率のなかで，土地(=水田面積)とそれ以外の値に大きな差異があ
る.これは単位の基準が違うのであって，単位の基準で相対的に変化することに留意され
たい.
第4に，偏生産蝉性係数の和は，模型-1では1.25879，模型-llでは1.2499である.
これは部門粗収益とそれを産出するに投入された水田面積，労働，固定財資本(あるいは
減価償却費)と流動財資本からなる生産要素の経営規模に対して収益逓増の関係が存在し
ていることを意味する.即ち，これらの生産要素を同時に増加投入すると部門粗収益は以
前の段階以上の附加的部門粗収益が得られることである。このような結果は，既に控除計
算で得た部門投下資本純収益率が，経営耕地規模大なるほど高まっていることとも密接な関
連があり，予測されていたことである.しかし，両者には次のような相違がある.経営耕
地規模においては，経営耕地規模のみの拡大と資本純収益率との関係であるのに対して.
生産関数は経営耕地(=水田面積)の他に労働，固定財(=減価償却費)と流動財が同時
に経営規模拡大した場合を考察の対象に入れている.
4， Jハ'I~t:i、 括
先ず，第 1番目に，庄内平野の稲作農業構造の性格について要約すれば次の通りである.
稲作農業構造は自作農的土地所有にもとづいて，家族稲作農業経営として存立している.
これは集団的生産組織に支えられている.この集団的生産組織は重化学工業中心の高度経
済成長期以降，農業労働力の他産業への流出を端緒に，経営耕地規模聞の労働力調整を行
ったものの，更に土地基盤整備が進み，中型稲作機械化ー賞作業体系の導入によって，崩
壊，再編過程をたどっている.そのなかで請負耕作の発生をみて，局所的ではあるが，借
地型の稲作農業経営の展開がみられる.このようにして，庄内平野町プ稲作農業構造は伺別
化と集団化の同時併進的性格をもっている.その稲作農業の主体的役割は経営耕地規模の
大きい稲作農業経営に荷われている.これらの性格は，あくまで稲単作農業の道であり，
経営耕地の外延的拡大を志向しているととから生ずる事柄である.経営組織集約度を高め，
内延的拡大をともなって，土地を始め農業資源の利用効率をあげることによって，さらに
より一層の農業経営成果を高めるためには，複合部門の導入できる農業経済基礎を確立す
ることが重要である.
第2番目に，圧内平野の稲作農業経営構造の性格を生産関数によって検討した結果は次
の通りである.
先ず，農業経営間生産関数は説明変数が経営耕地，労働時間，固定財資本からなり被説
明変数が農業粗収益である.それは各偏生産弾性係数の和が昭和35年以降各年度とも 1よ
り大きく， しかもその趨勢は益々大きくなる.また稲作部門経営間生産関数は説明変数が
稲作経営耕地，労働時間，固定財と流動財資本からなり被説明変数が稲作部門粗収益であ
る。その各偏生産弾性係の和も 1より大である.これらの生産関数における生産要素結合
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あるいは資本構造は趨勢的にみていくらか変化してきている.それは労働と資本財とに代
替関係がみとめられながら 4つの経営規模指標のなかで，経営耕地を拡大することが有
利であると認められる.これは，実際には，稲作農業経営に投下した家族労働力のみによ
って再生産するに充分な家計費を維持するために，経営耕地規模を毎年拡大していかなけ
ればならない事情を反映している.それはまた稲作農業経営耕地の損益分岐点(分化，分
解基軸)の上昇傾向を裏付ける.従って，稲作農業経営耕地規模の拡大傾向は企業的稲作
農業経営への展開と必ずしも断じることのできない懸念が存在する.また，作業別人間労
働と機械運転労働と稲作部門粗収益との生産関数において，いずれも耕転，収穫の儒生産
弾性係数は趨勢的にいって減少している.だが管理作業労働ではわずかながら増加してい
る。これは耕転，収穫作業の機械化によって労働能率が向上しているとともに，人間労働
における，除草，滋排水，防除などの管理作業労働の増加に相応して粗収益が増加してい
るため，偏生産部性係数が趨勢的に増加したのである.つまり，これは農業機械化の進展
に応じて労働能率が向上し，同時に周密な肥務管理作業を可能にして，労働の質をも高め
ることができたと理解される.
第 3番目に，稲作農業経営構造の性格を規定している変動要因，なかで、も質的要因を主
に究明する視角から，具体的に集落と調査農家を選定して実態調査を行なった.その結果
次の通り考察される.
全般的に云って，農業労働力が他産業に流出する過程で，中型機械化一貫作業体系の導
入を促進して，経営耕地規模の大きい稲作農業経営が有利に展開していることが確認され
たことである.これらの農業経営は個別にあるいは集団的生産組織の展開のなかで，中型
稲作機械化一貫作業体系を保持して請負耕作を行なうなど，いくつかの質的変化をともな
っている。その質的変化は中型稲作機械化一貫作業体系を保持して資本装備を高度化する
ことによって，経営耕地規模の拡大が可能となり，稲作農業所得でもって家計費をつぐな
うことのできる場合は，農業経営純収益のみを追求して，家計と経営がある程度分離して
いくことである.これは企業的家族稲作農業経営へと発展することであっても，家族農業
経営を崩壊させ，借地型の資本純収益を追求する資本家農業経営に展開するほどの質的変
化ではなく，あくまでも家族農業経営の維持強化である.
先ず，個別的展開のなかで次のことが指摘される.
その 1つは，経営耕地規模を鉱大している稲作農業経営には2つの方向をみることがで
きる 1つは自作農的土地所有制度のもとで自作地化して経営耕地規模を拡大している.
これには限界があるものの，その 1つの方法として，市街地近辺の稲作農業経営において
は，市街地化の影響によって転用地価と購入農地価格との差額を自己資金として経営耕地
規模拡大をとげている.また，経営耕地を手離し，土地供給市場に散在している経営耕地
を借入資金でもって購入し.経営耕地規模を鉱大している 2つは請負耕作など借地形態
で経営耕地を拡大している.これには独自なものと集団的生産組織のなかで発生している
ものにわけられる.今後の展開が注目される.
その2つは，庄内平野の中核部の大多数の稲作農業経営は集団的生産組織を形成し，稲
作農業経営資源、の利用効率を高めている. (表 45参照)，そのなかで，経営耕地規模の
小さい農家はますます兼業に依存するなかで，集団的生産組織は経営耕地規模の大きい農
家を中心に，同志的組織を形成しながら，解体・再編成が進められている.また，農山間
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部では山林収入に所得源、をもっ農家以外は，経営耕地規模も小さく，出稼ぎなどの農外所
得に大きく依存し， しかもその農家所得はきわめて低く，一般の家計費水準に達していな
い.従って，農山間部と中核平担部との農家所得格差はますます拡大してし、く著書因を内在
している.それ放に，稲作農業経営の収益性は中核平担部ほど高く有利である.そのなか
でも，経営耕地規模が大きいほど高いことである。これは控除計算と生産関数分析ととも
に認められる.そして中型機械化一貫作業体系は経営耕地規模の大きい稲作農業経営ほど
確立している.との体系は，土地基盤整備の進展に従って，ますます稲作農業経営に普及
していくものとおもわれる.
次に。集団的生産組織のなかで経営耕地規模の大きい稲作農業経営が有利に展開してい
る.その要因は次の通りである.
その lつは，稲作技術進歩のなかで，中型機械化一貫作業体系が確立して，経営耕地規
模の大きい稲作農業経営が機械利用効率を発揮させ，労働手段の高度化を進めている.
その 2つは，農業労働力が他産業に流出する過程で，経営耕地規模の大きい稲作農業経
営では基幹的常備労働力を保持し，分施方法など生育に応じた適期施肥，防除，滋排水管
理などの隠密な管理作業労働を行い，労働対象技術を有利に発揮し， 10 a当り収量を増大
させている.
その 3つは，土地基盤整備は農道。滋排水利施設の共同利用とともに個別化を一層容易
にする。それは中型機械化一貫作業体系が導入できるまでに改良されている.
最後に，土地所有構造と土地利用をめぐる諸問題について述べる.
稲作農業経営は経営耕地規模空拡大することが有利に展開している.それによって，所
得追求の本来的家樹前作農業経営から，収益追求の企業的家族稲作農業経営に，更に家族
農業経営それ自体を変質させ，借地型の資本家農業経営を準備するかどうかにはいくつか
の問題をか Lえている.
その 1つは，それが自作農的土地所有制度を動揺させ家族稲作農業経営を崩壊，変質さ
せる要因となるものの，結論的に云って，借地型の資本家農業経営へと展開することを必
ずしも意味しない.それは年雇，臨時雇を保有する雇用関係が消滅してきている. また，
請負耕作や受委託組織によって農地の非保有・保有関係が発生しτいるものの，それはき
わめて少ない段階である.そしてまた，中型稲作機械化一貫作業体系の確立によって，稲
作生産期間の農業労働力を平準化し，家族農業経営をむしろ補強し，充実させている.従
って，それは決して資本純収益を目的とする農業経営の拡大再生産における自己回復機能
として集積しているのではなく，家族農業労働力が再生産するための家計費水準の自己回
復機能として経営耕地規模を拡大している. しかるにそlれは家族稲作農業経営を維持強化
する範間内における，家計と経営の分離や生産手段等における質的変化によって，経営耕
地規模を拡大しているのである.
その 2つは，水稲単作農業経営での経営耕地規模拡大は，確かに労働力や機械利用効率
を飛躍的に高めて労働生産性を向上させる. しかし，それは家族農業労働力の年間就農の
閤難性を緩和することではなく，依然として農業労働力の年間許容力が高まらないことで
ある.水田利用において水稲単作栽培の場合，春から秋までの生育期聞に限定されている.
冬期間には労働力，機械，施設，また経営耕地が未利用・遊休資源として放置されている.
この問題の解決に当っては，個別稲作農業経営段階における経営集約化にか Lわる問題で
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あると同時に，圏内食糧自給率が低下し，均衡のとれた圏内農業生産の増加が要請されて
いるだけに，我国全体にか Lわる自給率向上を前提とした農業問題である.それには農業
資源の年間完全利用とその効率化をはかることを前提とした， 農法の確立が極めて重要で
ある.従って，土地基盤整備は中型機械化一貫作業体系の導入を促進し，経営耕地規模拡
大を可能にするものの，他方において，経営組織集約化の定着できるような回畑輪換可能
な農法の確立を前提に行なわないかぎり，健全な農業経営の展開を望むことはできないの
である.
それ故に，かような農業問題を解決することによってこそ，真に，稲作農業生産力を増
大させる稲作農業構造が形成されていくものと考察される.
本論文は，昭和47・8年度の 2ヶ年聞にわたる山形県庁企画課の受託研究を中心に取り
緩めている.本論文を完成するにあたっては各関係機関，各氏より多大など協力を得てい
る.
先ず，農林省山形農林統計情報事務所からは，昭和35年以降の農家経済調査と米生産費調査
個票の転写する機会を与えられている.山形農林統計協会からはその転写事務をお引き受
けして頂いた.それに庄内地域の各農業改良普及所，各関係市町村，農協と農業共済組合
からは，貴重な資料の提供を得ている.
次ぎに，実態調査にあたっては，昭和47年度農業改良普及員受託研修生佐藤孝一氏.昭
和48年度農経専攻学生有志と大学院生石崎剛君には調査集落並びに調査農家の聴取調査員
として協力を得ている.また，当時農経研究室研究補助員関口宏子氏には調査資料の集計
整理を行なっていただいている.またさらに，尾河・阿部両先生からはご校簡を賜わった.
最後に，ご多忙の処，寸暇をおしまずに聴取調査に応じて下さった調査農家の方々に，
心から厚く感謝を申し上げる次第である.
文 献
1)東北農政局山形統計情報事務所編 『山形農林水産統計年報』一昭和35-47年度版
2)加藤功 稿 「農業経営分析の基礎理論と実証的研究J W山形大学紀要(農学) ~ 
第7巻第 1号 1974.
3)金沢夏樹編著 『経糊9土地分級の研究』 一農業への適用一，東京大学出版会J 1973 
第4部第14章. 319頁-334頁.
4)吉田寛一編 『労働市場の展開と幾民層分解~ J 差是文協J 1974.第2章.第1節
159頁-183頁.
306 
庄内平野における農業労働力流出下の稲作農業経営の性裕と変動要尉に関する研究ー加線 43 
Summary 
Agriculture in Shonai plain has been certainly developed to occupy a very high 
place as one of rice production in Japan. The high growth in japanese economy 
has developed the heavy and chemical industry into a higher level， so that rice 
farmers are difficult to get the farm labor force of the year hired， regular， and 
part time employee with the outflow out of agrjculture into other. It is consequent 
that the farmers could support and rise the productivity of agricultur叫 resources
of rice production， toacquire the labor force by adjusting the family farm labor 
among the different farm size. In the progress of national economy， itcould not 
disire for the farmers to rise the productivity of rice resources and to intensify 
the farm by introducing the other enterprises with rice crop， inproportion to the 
increasing of the level of the household expedition to re-produce the family labor. 
Such p∞r farmers prefer to become a wage-worker by commercializing the family 
farm labor force and to get the out farm income rather than to obtain the farm 
income. However， on the case of part-time farmers， there are not the local 
industry to higher productivity in Shonai destrict， so that they are apt to work 
away from the farm among winter term or they work multi-task at the low 
wage and long labor time a day in the narrow range (sphere) of labor market. 
1 : The agricultural structure of rice crop is characterized as follows. 
Firstly， inview of the structure of ownership， farm management of rice 
crop is based on the land institution of owner farm established by the agrarian 
reform after world war U， while the land ownership had dominated before 
world war I. On the busizess type of farm management of rice crop， with 
originating of farm labor force to outflow out of agriculture into other industries， 
the fariners urge to adjust the farm labor among the different farm size. Taking 
this opportunity， the productivity of the resources inputed rice crop is increased 
with the formation and the development of the collective organization of rice 
crop. The land owership of owner farm is to keep on this stage. However， the 
collective organization pursues the course of the breaking and the reorganization by 
the teason of the violet outflow of farm labor into other industries. The farmers 
occur in these conditions who have a cotract for the main rice practice and borrow 
the arable land informally on law， from other farmers to be unable to manage 
307 
44 山形大学紀梨(農学)第 7:& 第2勺
including trustee and truster together， inputing the new equipment of the rice 
operation system throughout the middle scale mechanization that possess the 
seedling equipment tb use cooperatively. However， itis not always promoted to 
use the collective equipment and machinery at the stage of rice harvest， and yet 
it will show signs of the co-operative harvest with the equipment and machinery 
in the future. The upper class farmers manage and operate it as leader. 
Thirdly， farmers as the sllpporter and core driver of rice cropping agriculture 
are unavoidable to decrease the intention to manage with the outflow of farm 
labor into other industries and adjustment of rice production with taking away 
rice cropping paddy field. As the middle scale farms decrease and also there 
are not the stable base of the diversified farms， the farmers as the supporter 
and core drive1' move to the large fann of 1'ice cropping paddy field. This shows 
that they are adaptable to level up the house-hold expediture， by incresing fa1'm 
income through expanding the rice cropping paddy field. Therefore， there Is a 
room to investigate if this tends to develop the enterprising family fa1'm of rice 
c1'op fo1' purpose to maxmize the fa1'm returns. 
Fourthly， looking for the coridition of the development of farm management 
of rice c1'op， itpromotes to develop the individual farm management that the 
fa1'm size in Shonai is larger comparatively in Japan， and that the inf1'ast1'ucture 
of the main river of Mogamigawa， Akagawa， etc， separately， being the facilities 
of water use as the vasal organization in rice crop， iscompleted to divide water 
into irrigation and d1'ainage. Other side， the rice' cropping agriculture must 
promote to fo1'm a chief producing district of rice c1'op in Jap~n ， with improving 
the unsufficiency of irrigation water and the inconclusive allotment in the terminal 
irrigation， as well as increasing the productivity of resources inputed rice crop， 
through adjusting fully the farm labor among the different' farm size and unifo-
rming the cultivars. Acco1'dingly， the rice collective o1'ganization is neccessary 
in the structure of rice cropping agriculture. Hence， the rice c1'opping agriculture 
in Shonai pla.in shall keep up to be characteristic of co-existence with individual 
and collective organization simultaneously. 
Fifthly， touching upon the organization of fann enterprise， the featu1'e of 
co-existe 
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farms that are intensive enlargment of land. 
II : We can get the facts as follows， by computting production function among 
the farms and among the rice巴nterprises.
On th巴 first，on the production function that the output is gross returns and 
th巴 inputare the indicaters of the farm size that are composed of arable land， 
labor time， fixed and liquid capital. The sum of the elasticity co-efficiency of 
every partial production factor takes over one each year sinc巴 1960，and also i t 
trends to enlarge in according to pass the year. 
It is noticed that the farmers are profitable to enlarge the farm size more 
than present. The structure combining rice production factors is changed a litle， 
to observe the trend. among years of the elasticity co-efficiency of every partial 
production factor. It is recongnized that the farmer is gainful to expand arable 
land in the production factor， in spite of having the relationship substituting 
labor for capital goods. It is influenced that the farmers have to expand actually 
the size of arable land every year， because of supporting the average level of 
the household expediture enough to re-product the family labor that input to 
the rice farm. Other word， itis evidenced that the break down point (the basic 
pivot of dis-integration) of rice cropping arable land trends to rise every year. 
Accordingly， itshows that the farmers can not be to develop at al to the ente-
rprising rice family farm， though we verify the trend to expand the size of the 
rice cropping paddy field. Two production functions are set that the output is the 
rice gross returns either， and that the inputs are different， namely one is that 
they are man labors composing of seedling， trassplanting cultivating administrating 
and harvesting operation (practice)， another is that they are machine driving time 
each operation. 
It makes clear that the elasticity co-efficiency of the partial production 
factor of cultivation and harvest trends to decrease with passing the year， but 
the administrating practice labor increase a few. It shows that the elastisity co-
efficiency of the administrating practice labor trends to increase with passing 
the year， for it is reasoned that the gross returns rises over in proportion to 
increase the administrating practice man labor of weeding， disease and ins巴ct
control， irrigation and drainage with the progress of mechanization. We can 
understand that it is able to 
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very rapid outf1ow of farm labor. We are recognized that the rice cropping farm 
is changing in quality. 
Firstly， itis resulted as follows about the development of individual rice 
cropping farm. 
On the first of it， itis favourable to the farmers that they enlarge the farm 
size of rice cropping field， with the means of self fund that earn to sel paddy 
field outside of agriculture. There are other farmers that attain to enlarge the 
farm size， with the means of debt. On this case， they buy the rice cropping 
padpy ，field of small scale farm that are supplied on the land market. It has a 
sense that there are many farmers to enlarge the farme size in holding the land 
institution of owner farmer. However， there are few farmers that are devoloping 
to manage the farm with leased land at present. 
On the second of it， the majority of rice cropping farms ih the central area 
of the rice cropping field in Shonai establishes to form the collective organization 
of rice production and also it is remarked that they are to increase the efficiency 
of farm resources. The large scale farmers get the returns higher than the small 
scale farmers. The small farmers depend upon non-farm income more and more. 
Another large scale farmers manage and operate the collective organization of 
rice production as leader that is re-organized with rice operation system throughout 
the middle scale mechanization including grup巴 organizationin the stage of 
autumm operation. The poor farmers， beside of the rich farmers that get the 
income from forestry in the mountain area， gain the non-farm income from 
away home. It is low farm income and does not attain the average level of 
livelihood. It is included the facter to wide stil more the difference on farm 
income between the rice cropping farm in the mountain part， and in the central 
part of Shonai plain. 
Accordingly， itis concluded that profitability on the rice cropping farm is 
realized absolutely higher in the central part， inwhat the large scale farm gets so 
much higher on profitablity. This is noticeable， both of the subtracting compute 
and production function methods. The large scale farmers introduce the rice 
operation system throughout the middle scale mechanization. We can believe 
that the system is extensive to al the rice cropping farm in the future with the 
accomplishment to arrange the rice infra-structure. 
S巴condly，we recognized above that the large scale farm is developing to be 
gainf 
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of mechinery use. Therefore， they develop highly the means of labor. 
On the second of it， when the farm labor force outflows to other industries， 
the large scale farms become stil nucleus expert labor. They practice carefully 
to fertilize or top (side) dress， tocontrol (exterminate， prevent) disease and insect， 
to administrate irrigation and drainage atthe adequate time through tne objective 
technic of farm labor， so that they make the yield of rice crop increased. 
On the third of it， by acc<，>mplishing to arrange the ifra-structure of rice 
production， the farmers can use not only to co-operate the road， irrigation and 
drainage， but also to facilitate to use individualy. It is possible for farmers to 
introduce the rice operate system throughout the middle scale mechanization with 
arranging the road， irrigation and drainage， and land readjustment. 
Finally， as the rice cropping farm are gainfull to enlarge the paddy field， 
the farmers will transfer in quality， from the original family farm to aim at for 
the object to pursue the family farm income， tothe enterprising family farm and 
th巴yare forced to disintegrate cmes巴lf.It has manydifficults problem whether 
it is or is not to form the capitalistic farm. 
On the first of it， though it has the causal factor to be forced to disintegrate 
or change the family farm by disturbing the ownership institution of own巴r
farmer， itdo巴snot mean that the family farm will develop to capifalistic farm 
coming into existence with ownership institution of the leased land farm. It is 
the main reason that there are not the relationship of labor employment on the 
relative production， tobe unable to employ the year contract and then part time 
labor in the large scale farm of the rice cropping paddy field. Though there are 
the possissive and unpossessive relationship of farm land by forming trustee 
and truster of rice practice and in the collective organization of rice production， 
it comes a few into existence. The large scale farm:ers strengthen and full up the 
family farm by possessing individual machinery and. t>ther farm resources， 
specially by establishing to introduce the rice operation system throughout the 
middle scale mechanization. It means that the farmers enlarge the farm size of 
th巴 ricecropping paddy field by way of the movement of self recovery of the 
living level of household expenditur・e，but， not to enlarge the rice cropping paddy 
field by way of the mo 
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in the timesfrol11 spring to antllmn， to lse family farm labor， eqllipment， ma-
chinery and arable land and to put lseful to slack reSOllrces in winter. 
We mllst solve the previolls problem as fo¥lows. The farmers are to intesify 
to the diversified farm， atth巴 sametime， as japanese agricllltllre is decreased 
agricultural production， it is necessary to rise the prodllction of japanese agricultllre. 
Therefor， we mllst take agricllltural prodllction provided to be increased the ratio 
of self prodllction of japanese agricllltllre. It ，becomes important to establish the 
modernized agricultllral system. We mllst presllppose to lse agricllltural resources 
dllring the year and to elevate efficiency. Accordingly， lnless we presllppose 
to establish agricultllral system that can changed to llpland and paddy field each 
other， and if we are fixed the diversified farm with enlarging the rice cropping 
paddy field after achieving to arrange the infra-structllre， we cOllld not expect 
to bedeveloped the rice cropping farm. 
Cons巴qllently，if we want to solve the previols problem， we cOllld form the 
indllstrial base conditioned to rice agricllltllre. We could answer for the de-
V巴lopmentof agriclltlre in Shonai plain. 
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